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令 和 ３ 年 ９ 月 1 4 日 （ 火 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（37名）

（ ）３番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）４番 来 住 一 人

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）８番 脇 谷 のりこ 同

（ ）９番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）10番 安 田 厚 生 同

（ ）11番 内 田 理 佐 同

（ ）12番 日 髙 利 夫 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）17番 前屋敷 恵 美

（ ）18番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 横 田 照 夫 同

（ ）21番 外 山 衛 同

（ ）22番 山 下 博 三 同

（ ）23番 右 松 隆 央 同

（ ）24番 西 村 賢 同

（ ）25番 二 見 康 之 同

（ ）26番 日 髙 陽 一 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 野 﨑 幸 士 同

（ ）34番 徳 重 忠 夫 同

（ ）35番 日 高 博 之 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 原 正 三 同蓬

（ ）38番 丸 山 裕次郎 同

（ ）39番 濵 砂 守 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

政 策 調 整 監 渡 辺 善 敬

総 務 部 長 村 久 人

危 機 管 理 統 括 監 小 田 光 男

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

商工観光労働部長 横 山 浩 文

農 政 水 産 部 長 牛 谷 良 夫

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

会 計 管 理 者 横 山 幸 子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

財 政 課 長 石 田 渉

教 育 長 黒 木 淳一郎

警 察 本 部 長 佐 藤 隆 司

監 査 事 務 局 長 阪 本 典 弘

人事委員会事務局長 福 嶋 清 美

事務局職員出席者

事 務 局 長 酒 匂 重 久

事 務 局 次 長 日 髙 民 子

議 事 課 長 児 玉 洋 一

政 策 調 査 課 長 鬼 川 真 治

議 事 課 長 補 佐 関 谷 幸 二

議 事 担 当 主 幹 佐 藤 亮 子

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議 事 課 主 事 山 本 聡
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一般質問◎

これより本日の会議を開き○濵砂 守副議長

ます。

本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、図

師博規議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○図師博規議員

ざいます。本日は足元の悪い中、傍聴に来てい

ただいた方々には、心からお礼を申し上げま

す。ありがとうございます。

それでは、先般通告しておりました質問事項

に入る前に、２つの出来事についてお知らせを

させていただきます。

私ごとになりますが、質問事項とも関連いた

しますので、御了承ください。

まず１つ目は、私は現在「木城夢みる劇団」

に所属しており、木城町、高鍋町、そして美郷

町に伝わる古代朝鮮の国・百済王族の亡命伝説

を劇にし、劇団員31名、演舞ダンスチーム25

名、手話・ナレーションチームが15名、総勢71

名で活動しており、国民文化祭の関連イベント

として、８月29日に昼夜２回公演する準備を

着々と進めていました。

さらに、今月には場所を美郷町に移し、木城

夢みる劇団員と美郷町民合作により、百済伝説

を西の正倉院前広場で公演する予定でありまし

た。８月中旬からは通し稽古や衣装合わせが進

み、いよいよというところでの県の緊急事態宣

言発令、そして、まん延防止等重点措置とな

り、公演の全てを中止するという苦渋の決断に

至りました。

１年前も稽古が続く中で、コロナ拡大の影響

により国文祭・芸文祭が延期となり、稽古も中

断、それでも１年後には国文祭で演じることが

できると、劇団員一同、モチベーションを維持

し、今年に入り稽古を再開、そして、あともう

少しというところでの公演中止でありました。

ここに、劇団の代表から劇団員へ届いた手紙

があります。抜粋して紹介いたします。

「皆さん、お元気でしょうか。さて、劇団の

活動が再開したとき、皆様から会費を頂いてお

り、劇団名義の口座にそのまま預金してありま

した。公演が中止になり、これから先、一堂に

会して活動することもままならない状況を考え

たとき、この会費を社会福祉協議会に全額寄附

させていただきたいと思います。僅かながらで

も町民のお役に立てれば、町民劇団としての存

在意義が出てくるのではないかと思った次第で

す。なお、本番当日に配付するはずだったパン

フレットができておりますので、記念にお手元

にお届けします。事務局が丹精込めて作ってく

れたものです。思い出のよすがにしていただけ

れば幸いです。」と、優しくも寂しい手紙の内

容でありました。

私たちが演劇の中止を決断した２～３日後に

新聞で、三股町立文化会館で100名余りの観客を

収容し、演劇が開催されたという記事を目にし

ました。

うちもできたんじゃないだろうか、県は、市

町村や主催団体に一体どのような指導をしてい

るのだろうかと疑問を抱いた次第です。

次に、もう一つの出来事を紹介いたします。

私には小学３年生の娘がいます。地域にある

テニススクールに通っていますが、私の遺伝子

が遺伝子なだけに目立った活躍はないものの、

けなげに練習に通う姿を見ていると、勉強はほ

どほどでもいいけれど、スポーツは続けてほし

いと、親心に思っている次第です。

令和３年９月14日(火)
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令和３年９月14日(火)

その娘の晴れ舞台となる初試合が８月29日に

開催される予定でした。が、テニスの試合はも

ちろんのこと、その後の練習さえもできず、長

期間の自粛となりました。

このように、クラブ活動や部活動、そして試

合や大会が県の緊急事態宣言とまん延防止等重

点措置により中止となり、そのため自粛を余儀

なくされた小・中・高校生、専門学校生、大学

生、またその親御さんたち、一緒に落胆した親

御さんたちは、県内にも何万人といらっしゃい

ます。

それでは、質問に移ります。

まず８月11日に県単独の緊急事態宣言を発令

され、引き続きまん延防止等重点措置に踏み切

られた知事の判断が、本県のコロナ対策にどの

ような効果を発揮したか。具体的な数値を示し

た上で、知事の御答弁を求めるものでありま

す。

以下の質問は質問者席で行います。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

県独自の緊急事態宣言の発令及び国のまん延

防止等重点措置の適用に伴い、外出の自粛や営

業時間短縮などの行動要請を行ったところであ

りますが、県民や事業者の皆様に御理解と御協

力をいただき、感染防止対策の重要なポイント

となります人流抑制に大きな効果があったもの

と認識しております。

具体的には、飲食店等の営業時間の短縮につ

きまして、県・市町村の見回りによりますと、

県全体の対象店舗の約99％が要請に応じていた

だいていると見られ、宮崎市内においては、国

のまん延防止等重点措置の適用前には、時短要

請に応じていただいていない店舗が約60店舗

あったものが、現時点では約20店舗を下回って

いる状況にあります。

また、宮崎市内の繁華街の夜間の人流につき

ましても、国の提供データによりますと、12日

時点で、７月１日と比べて約９割減少しており

ます。

なお、感染収束の切り札となり得るワクチン

についても、12日時点で、県民の12歳以上の接

種対象者の56％が接種を完了しているところで

あります。

今後とも、ワクチン接種を円滑に進めなが

ら、必要な感染防止対策に取り組んでまいりま

す。以上であります。〔降壇〕

今、答弁にもありましたとお○図師博規議員

り、順調にワクチン接種も進み、コロナ感染者

数も、今月に入り減少傾向となっております。

これは、知事からの県民への県境を越えた往

来の自粛要請や、飲食店への時短要請が真摯に

受け止めてもらえたことが、この結果につな

がっていると推察されます。

がゆえに、知事からの行動自粛や時短要請を

聞き入れてくれている県民からは、このコロナ

禍で開催されている国文祭・芸文祭に関して疑

問視する声も多数聞こえてきます。

そこで次に、８月11日に緊急事態宣言発令

後、９月12日 この間の日曜日 まで、国― ―

文祭・芸文祭のイベントが幾つ開催され、幾つ

のイベントが中止、延期となったのか。また、

開催されたイベントのうち、県外からの参加者

を招いたイベントが幾つあったのか。さらに、

それらのイベントの開催や中止に関して、県は

どのような指導力を発揮したのか、関係市町村

や主催団体とはどのような連携を図ったのか、

総合政策部長にお伺いいたします。

８月11日から○総合政策部長（松浦直康君）
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令和３年９月14日(火)

９月12日の期間中における大会プログラムにつ

きましては、県及び市町村主催事業合わせて、

中止・延期が13事業、開催したものが33事業あ

りまして、そのうち観客を除く県外からの参加

者があったものは11事業でありました。

市町村主催事業につきましては、政府の基本

的対処方針や、施設・業種別ガイドライン等の

遵守・徹底を実施基準として示しまして、個々

の事業運営につきましても、市町村及び必要に

応じて主催団体に対し、催事内容に応じた感染

症対策を実施するよう助言を行ったり、事業に

よっては、共に現地での確認を行うなど、個別

具体的に対応したところであります。

さらに、県外からの参加者がある場合には、

県境往来者ＰＣＲ検査支援事業の活用など、コ

ロナ禍でのイベント開催について、きめ細かく

助言を行ってきたところであります。

県緊急事態宣言発令後、33の○図師博規議員

事業、イベントが開催されたものの、３分の１

以上が中止・延期。また、開催されたもののう

ち３分の１が、県外からも参加者を募られて、

参加者が集ってのイベントが開催されたという

内容の答弁でした。

私はコロナ禍での国文祭・芸文祭の開催は、

県民へ積極的な参加を促すこともできず、イベ

ントをする側も、感染拡大リスクを感じ消極的

となり、県内全体の盛り上がりにも欠け、県を

挙げて全国へ宮崎をアピールすることに関して

も、全くもって不十分な状態だと思っていま

す。

私は一旦、国文祭・芸文祭を休止にして、県

民にもっと喜ばれる形で、コロナ収束後に、他

県の国文祭・芸文祭と重なったとしても、そこ

まで延期して再開すべきと考えます。

知事は、このコロナ禍で国文祭・芸文祭を続

けられている意義をどのように捉えられている

のか、所見をお伺いいたします。

国文祭・芸文祭に対す○知事（河野俊嗣君）

る様々な懸念の声、批判の声というのは、私も

承知しているところであります。

思うに、ちょうど同じタイミングで行われて

おりましたオリンピックやパラリンピックと一

緒くたの議論になってしまっているのではない

かと。感染が大変厳しい国も含めて、数万人の

人間が２週間なり３週間、一定の会場に集中し

て開催されるこのイベントと 国文祭・芸文―

祭は、107日間にわたって開催時期も場所も、開

催形態もばらばらであり、いわばイベントの集

合体であります。

そうしたイベントの開催につきましては、こ

れまでの様々な科学的知見を踏まえた政府の基

本的対処方針において、一定の要件の下、開催

が認められているわけであります。国文祭・芸

文祭では、これよりも厳しい基準の中で、感染

症対策に最大限の注意を払い、一部は無観客、

またはオンライン配信するなどして、大会プロ

グラムを実施しているところであります。

私も時間の許す限り、大会プログラムに参加

しております。現場の様子を見ておりますが、

文化芸術は、私たちの心を癒やし、こういう状

況だからこそ、しみてくるものがあるというこ

とを感じますし、人と人とが分断され、先の見

えない苦しい状況が続いている中で、私たちを

支えてくれる必要不可欠なものだと、改めて深

く感じているところであります。

私は、ＳＮＳ等で音楽祭に関していただいた

メッセージというのは非常に印象的だったんで

すが、今年初めて、スヴェトラーナ・ザハーロ

ワさんというロシアのボリショイ・バレエ団の

プリンシパル、トップバレリーナをお招きして
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のコンサートが行われたわけであります。

そうしたら、国・県内でバレエを志す子供た

ち、指導者の皆さんが、今、コロナ禍の中で、

都市部で行われるようなコンクールだとかワー

クショップに参加できない、そういう状況の中

で、バレリーナにとっては神のような存在のザ

ハーロワさんを目の当たりにすることができた

と、涙を流して喜ばれた、また、元気と希望を

与えていただいたという言葉をいただいたとこ

ろであります。

もちろん、感染防止を徹底しながらも、こう

した声に応えていき、その文化の力で県民に感

動を呼び起こすこと、これも非常に重要な取組

ではないかと認識しているところでありまし

て、今後とも、感染防止対策を徹底しながら、

しっかりと対応してまいりたいと考えておりま

す。

今、知事の御答弁にあったと○図師博規議員

おり、文化芸術の力、これはまさに今言われ

た、オリンピック・パラリンピックスポーツの

力と匹敵するぐらい、やはり県民に勇気、感動

を与えるものだとは思いますが、では果たして

それが今なのか、強引にそれを続けるべきなの

かに関して、ここに県民からの声が届いており

ます。

８月22日には「わたぼうし宮崎コンサー

ト2020」が、宮崎市民文化ホール大ホールで開

催、８月29日には全日本健康マージャン交流大

会が、シーガイアコンベンションサミットホー

ルで開催されました。今後も、全国から参加者

が集われる大正琴の祭典やハーモニカフェス

ティバル、少年少女合唱の祭典などなどが続き

ます。

これらのことに関し、知事のフェイスブック

や県庁ホームページには、数々の県民からの声

が寄せられています。

例えば、「まん延防止が出されている８月29

日に、県外者も含めてマージャン大会があった

のは本当ですか。開催するのであれば、県民に

自粛を求めるのはおかしいのではないでしょう

か」また、「この時期に県をまたいで大会開

催っておかしくないですか。県の関係者は御存

じなんでしょうか」「県独自の緊急事態宣言

で、部活動やスポーツ少年団活動は自粛が発令

されましたが、国文祭・芸文祭の開催とは整合

性が取れないと思います」「緊急事態宣言、ま

ん延防止等重点措置が適用される中でのイベン

ト開催は、県民の不安をあおります。国の方針

に準ずる対策とはいえ、感染者が出た場合、そ

の家族や学校や職場に感染拡大するおそれがあ

ります。夏休みも我慢して、どこにも出かけず

家に閉じこもっていた真面目な子供たちや家族

がばかばかしく思えます」などなど。

もちろん、これらの意見には知事も目を通さ

れているとは思いますが、知事は、これらの意

見に具体的なコメントは返されていません。

そこで、県独自の緊急事態宣言及びまん延防

止等重点措置が発令されて以降、県境をまたぎ

全国からの参加者を招いた行事をどのような理

由で知事は容認されたのか。

また、知事からの行動自粛要請に伴い、部活

動や大会を中止としたことと、国文祭・芸文祭

の開催続行は整合性がないんじゃないかという

先ほどのような声に関して、知事はどのような

見解をお持ちか、再度御答弁を求めます。

先ほど来、申し上げて○知事（河野俊嗣君）

おりますように、ＳＮＳ等で寄せられます感染

への不安ということもありますし、自分たちが

自粛しているのにというような不満、それも十

分分かるところであります。その心情が分かる
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上で、国文祭・芸文祭に関しましては、先ほど

言いましたような事業の特性を鑑みて、個々の

イベントの集合体でありますそのイベントが、

国の基準に照らして、感染防止対策を徹底しな

がら実施ができるものかどうなのか、そこの判

断が重要なポイントになってくると考えており

ます。

議員も参加されたそういう事業が残念ながら

開催されなかったと、本当にそれを気の毒に

思っているところでありますが、県としまして

は、市町村、または関係団体についても、様々

な開催基準につきまして助言しているところで

あります。

また、８月12日に国の分科会が示した基準に

よりましても、大変そういう感染が厳しい状況

のときの分科会の判断でありますが、観客が声

を出さないようなコンサートでありますとか、

演劇、映画館、図書館、美術館などは、感染症

対策を徹底しながら利用することができるとい

うような方針を示しておられるところでありま

して、我々が、具体的なそういう基準に基づい

て、またそれをさらに上回るような厳しい基準

を設定して実施した。そして、県外からも来県

される方もいらっしゃるということで、県境往

来者に対してはＰＣＲ検査支援事業を活用する

ということで、個別の事業に対しての支援、ま

たそういう環境づくりにも取り組んできたとこ

ろであります。

県民の皆様の様々な思いというもの、また御

指摘というのは受け止めながらも、国文祭・芸

文祭、これは本県だけの事業ではなしに、国全

体の位置づけの中で行われる事業として、開催

県としての役割というものを果たしていく、そ

のことも重要であろうかと考えております。

今、知事の御答弁にあったと○図師博規議員

おり、知事も本当に真剣に考えてらっしゃるの

はよくよく分かりますし、県民にもそれが伝

わっておると思います。がゆえに、やはりどう

してという声も多数上がっているところであり

ます。

そこで一つ、知事に提案があります。

昨年のコロナの影響で中止となった選抜高校

野球大会に出場予定だった32校を、日本高校野

球連盟は同８月に甲子園球場に招き「甲子園高

校野球交流試合」を開催し、32校が１試合ずつ

行うという、高校球児の夢をかなえる粋な計ら

いをされたことは記憶に残っていることと思い

ます。

そこで、アフターコロナのキックオフイベン

トとして、これまでの国文祭・芸文祭で中止を

余儀なくされた団体、そして、これから中止を

判断する団体を招いて、知事の肝煎りで県民向

けの宮崎県文化祭・芸文祭を開催されてはと思

います。

コロナの影響で、日頃の練習の成果発表や文

化・芸術の披露の機会を奪われた県民に、救い

の手を差し伸べるとともに、県民みんなが晴れ

やかな笑顔で来場できる、そういう代替の大会

を開催することは大変意義があると私は思いま

すが、知事のお考えをお聞かせください。

まず、コロナの影響に○知事（河野俊嗣君）

より中止となった事業につきましては、関係者

の皆様が、それぞれの地域の状況や事業内容な

ど様々な状況を考慮しながら協議を重ねられ

て、苦渋の決断をされたものと認識しておりま

す。

現在、大会期間中でありますので、県としま

しては、今後実施が予定されている事業が安心

・安全に開催できますよう、市町村、文化団体

等と連携・協力しながら取り組んでいくことが
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重要であろうかと考えております。

そして、今の御指摘であります、中止となり

ました事業につきまして、国文祭・芸文祭事業

として改めて実施することは困難であると考え

ておりますが、国文祭・芸文祭にしても、例え

ば記紀編さん1300年記念事業にしても、その時

期だけで終わる一過性のものにするのではな

く、その次につなげる、そこが非常に重要であ

ると考えておりまして、大会終了後、国文祭・

芸文祭の総括を行う中で、市町村や文化団体等

から幅広く御意見を伺ってまいりたいと考えて

おります。

おっしゃるとおり、文化芸術○図師博規議員

は一過性のものではないと。これからも、県民

の心を豊かにするための新たな開催方法という

のをぜひ模索していただければと思います。

次に移ります。職員の兼業要件の緩和と地域

活動推進について伺ってまいります。

県では、前年度までが働き方改革重点推進期

間でありましたが、今後もこの働き方改革は続

いていくと思われます。

その中で、知事部局におかれましては、働き

方改革の一つの指標であるテレワーク推進をし

ておられます。また、そのテレワークを拡大し

ていく上で今、課題も見えてきているかと思わ

れます。

再度、知事部局におけるテレワークの実践状

況と課題を、総務部長にお伺いいたします。

在宅勤務をはじめ○

とするテレワークは、コロナ禍における感染拡

大防止や業務継続に資するほか、子育てや介護

を行っている職員が活用することによって、柔

軟な働き方の実現にもつながるものと考えてお

ります。

このため、知事部局におきましては、テレ

ワーク用のパソコンや通信装置を導入するとと

もに、都城市や延岡市などの出先機関の職員が

利用することで、勤務庁舎への移動時間を縮減

できるサテライトオフィスを防災庁舎に設置す

るなど環境整備を行い、職員のテレワークの実

施を推奨しているところであります。

これまでの取組の中で、テレワークが可能な

業務の整理や、職員間の情報共有・意思決定の

在り方といった課題も見えてきておりますが、

今後とも、課題を検証しつつテレワークを推進

することで、新型コロナウイルスの感染拡大防

止はもとより、職員の働き方改革の推進に努め

てまいります。

知事部局では、テレワークを○図師博規議員

進めるということで出勤削減を進められ、ま

た、削減の目標を数値化されていると聞きま

す。そういうことが、あわせてコロナの感染リ

スクの軽減にもつながるでしょう。

では、具体的にどのような体制で、またどの

ような目標を設定されて、出勤削減に取り組ま

れているのか、また達成率はどのようになって

いるのか、総務部長にお伺いいたします。

国の「新型コロナ○

ウイルス感染症対策の基本的対処方針」では、

まん延防止等重点措置区域の事業者に対し、人

流を抑制するため、出勤者数の７割削減を目指

すことが求められております。

知事部局におきましては、これまでも時差出

勤やテレワークの実施により、職員密度の軽減

に取り組んできたところですが、今回のまん延

防止等重点措置の適用を受け、行政機能を維持

するために必要な業務に従事する職員を除き、

出勤者数の７割削減を目指して、テレワークの

実施や休暇取得の促進に取り組んでいるところ

であります。
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その実績につきましては、毎週金曜日に調査

しており、会計年度任用職員を含む職員4,733名

のうち、窓口業務や感染症・災害対応等の業務

に従事する職員を除く対象職員1,381名に対し、

初回調査日である９月３日にテレワークの実施

や休暇を取得した者は1,086名で、78.6％の削減

となっております。

非常に積極的に取り組まれ、○図師博規議員

またその達成率もすばらしい内容ということが

分かりました。

今後も、国の対処方針に従い出勤者数７割減

が維持されることにより、職場内の密も回避さ

れ、コロナの感染リスク、そして通勤時間が減

少することになります。これにより、職員が各

地域にいる時間が長くなり、地域活動に取り組

みやすくもなります。

そこで、現在知事部局における職員の兼業を

含む社会貢献活動について、どのような流れで

許可され、どのような内容の地域社会貢献の活

動が行われているのか、総務部長にお伺いしま

す。

職員の兼業につき○

ましては、営利団体の役員等を兼ねる場合、自

ら営利企業を営む場合及び報酬を得て事業また

は事務に従事する場合は、地方公務員法によ

り、営利企業等従事に係る任命権者の許可が必

要となっております。

令和２年度の知事部局における許可の状況に

つきましては、延べ129名に対して許可を行って

おり、そのうち113名が公的な資格取得のための

試験監督員であり、部活動の指導員など社会貢

献活動が３名となっております。

その他、専門的な知識を生かした社団法人な

どでの実技講習会における講師や、公的研究機

関における外部専門家、大学における研究補

助、論文校正などを許可しております。

職員のお一人お一人が兼業許○図師博規議員

可を取る際、任命権者である知事までの許可が

必要となっており、兼業のほとんどが試験監督

員ということでしたが、神奈川県では、兼業の

手続を各所属の権限で許可できるように簡素化

し、兼業による報酬の受領要件も緩和して、職

員の生きがいづくりや社会貢献を推進していま

す。

また新潟県では、公務時間外であれば、兼業

の業務に割く時間や、受ける報酬額には制限を

設けておらず、例えば、地域課題を解決するよ

うな過疎地でのカフェ経営や、中山間地域での

移動販売の運営などの事業も推奨しています。

そこで、本県も職員の社会貢献活動を促進

し、日常業務へのモチベーションを上げるため

にも、兼業許可について緩和を行い、さらに働

き方改革を推進してはと考えますが、総務部長

の考えをお伺いします。

職員が報酬を得て○

事業活動等に従事することにつきましては、営

利目的ではないこと、職務遂行に支障を及ぼす

おそれや、県職員としての信用を失墜するおそ

れがないことなどの一定の要件を満たす際に

は、現在の制度においても許可は可能でありま

す。

具体的には、全国自治体の許可事例として総

務省が紹介しております、適切な対価を受け

取って行う商店街活性化活動や、障がい者支援

活動、無料学習塾の学習支援補助活動などがあ

り、その他、地域おこしや高齢者支援などの社

会貢献活動が該当いたします。

今後、職員に対して許可基準を明確に示すと

ともに、他県なども参考に、許可事例を広く周

知することにより、職員が社会貢献活動に参加
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しやすい環境づくりに努め、その促進を図って

まいりたいと考えております。

ぜひ、県の職員の方々にも積○図師博規議員

極的に地域に溶け込んでいただきたい。そして

また、生きがいをそこでも見いだしていただく

というような促しを、部長にはお願いしたいと

思います。

次に、脱炭素社会づくりの取組についてお伺

いいたします。

知事は、昨年度の全国知事会において、「ゼ

ロカーボン社会構築推進プロジェクトチーム」

へ加入され、今年３月に「2050年二酸化炭素排

出実質ゼロ」宣言をされたことは、県民にはあ

まり浸透しておりません。

本県は日照時間が長く、森林資源が充実して

いるなど自然環境に恵まれていることから、太

陽光発電やバイオマスなどの再生可能エネル

ギーの導入に適しており、他県以上に森林によ

る二酸化炭素吸収量が多いというインセンティ

ブがあります。

本県の環境をもってすれば、2050年を待たず

とも二酸化炭素排出実質ゼロを達成できるので

はないかと考えますが、現在までの温室効果ガ

スの排出削減の状況について、環境森林部長に

お伺いします。

本県の温室効○環境森林部長（河野譲二君）

果ガス排出量は、森林等吸収量控除後の平成29

年度推計で679万トンであり、基準年度の平成25

年度と比較して19.6％の削減となっておりま

す。

また、主な部門別の排出量の削減状況を見る

と、工場などの産業部門がマイナス21.9％、家

庭部門がマイナス26.1％であり、運輸部門は、

自動車保有台数が増加したことなどにより、マ

イナス6.5％にとどまっております。

今後、例えば家庭で電力使用量を１割削減す

れば、家庭部門の排出量をさらに5.5％削減する

ことはできますが、太陽光や風力などＣＯ を２

排出しないエネルギーへの転換が進まなけれ

ば、森林等吸収量を加味してもゼロカーボンの

達成は難しいため、省エネによる削減努力に加

え、再エネの導入の推進も大変重要と考えてお

ります。

これは、目標の数値を達成す○図師博規議員

ることも大切なんですが、やはり県民の意識の

醸成ということも非常に大切な取組になってま

いります。

今の御答弁では、ゼロカーボン達成の道のり

は簡単なものではないということも理解できま

した。それでは今後、市町村や産業別及び県民

一人一人がどのように二酸化炭素排出実質ゼロ

に取り組んでいけばいいのか、県としては、ど

のようなリーダーシップや具体的な施策を持っ

て、この事業に取り組もうとされているのか、

環境森林部長に再度お伺いします。

温室効果ガス○環境森林部長（河野譲二君）

の排出削減を進めていくためには、県民や事業

者・市町村による取組が大変重要であります。

このため県では、省エネについて、広報紙や

ホームページ、セミナーなどにより、県民・事

業者への普及啓発に努めるとともに、エネル

ギー使用量の多い事業者等に温室効果ガス排出

量の報告を義務づけ、削減行動を促進する取組

を行っております。

また、今年度から新たに、家庭での省エネ行

動を促すアプリ「エコふぁみ」の運用を開始す

るとともに、事業者や市町村に対しては、建物

等の省エネ診断と併せて、再生可能エネルギー

の導入等をサポートするアドバイザーの派遣事

業を実施しており、既に県内の公共施設から申
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込みや相談を受けているところであります。

今後とも、市町村や関係団体と連携し、温室

効果ガスの排出削減に取り組んでまいります。

○図師博規議員 県民が取り組める、家族で取

り組めるアプリ「エコふぁみ」、これを―ポ

イント制があるとも聞きますし、県産品のプレ

ゼントも付与されるとも聞いております―ぜ

ひ広く広報していただきたいと思います。

それでは、次の質問に移ります。性の多様性

と教育について伺います。

出生時に割り当てられた性別と異なる性を生

きるトランスジェンダーで、2004年に施行され

た性同一性障害特例法に基づき戸籍上の性別を

変更された方が、ここ15年で１万人になること

が司法統計で示されました。

トランスジェンダーや性的マイノリティーを

含む性の多様性教育に関しては、日本は後進国

であり、学習指導要領にも盛り込まれていませ

ん。

しかし、小・中・高校で使用されている教科

書によっては、性の多様性について盛り込まれ

ているものもあり、つまり各自治体や学校に

よって学ぶ機会に差があるのが現状です。

また、日本では法律上の同性婚は認められて

いませんが、代わりに「同性パートナーシップ

制度」を導入する自治体は増えてきており、教

科書よりも早く性の多様性に関する社会情勢は

刻々と変化しております。

そこでまず、本県のトランスジェンダーの人

権擁護や同性パートナーシップ制度に関して、

どのような状況になっているのか、総合政策部

長にお伺いいたします。

○総合政策部長（松浦直康君） 県では、トラ

ンスジェンダーを含む性的マイノリティーの問

題を、「宮崎県人権教育・啓発推進方針」の重

要課題の一つとして位置づけ、その人権を守る

ための啓発等の取組を進めております。

具体的には、県庁におけるライトアップや各

種の啓発イベントのほか、広く県民を対象にし

た講演会等を開催しておりまして、トランス

ジェンダーの当事者による講演では、講師自身

の体験や自らの性自認と違う性を生きる生きづ

らさについてお話をいただくことで、この問題

についての認識を深めていただきました。

また、「パートナーシップ宣誓制度」につき

ましては、同性カップルを対象として、婚姻に

準じる取扱いを地方自治体が独自に行うもので

ありますが、県内でも宮崎市、延岡市、日南

市、木城町において導入されておりまして、

市、町営住宅へのカップルでの入居が可能とさ

れておりますほか、宮崎市が行いましたアン

ケートによれば、民間サービスとしては、生命

保険の受取人に認められたなどの事例もあると

伺っております。

○図師博規議員 この性の多様性についての行

政の在り方も非常に多角化してきている現状が

あります。

私の手元に、全国約２万人の学校教員を対象

にした性の多様性に関する教育、具体的には、

同性愛や性同一性障害について教えることに関

する調査の結果があります。

これによりますと、「同性愛について教える

必要があると思う」と答えた教員は75％、同じ

く「性同一性障害について教えるべき」と答え

たのが86％となっており、その必要性の高さが

示されています。ゆえに、教える側の知識習得

の場も必要であり、同性愛と性同一性障害のど

ちらとも学んだことがないという教員の割合

も20％あります。

教員により理解度がばらばらで、ばらつきが
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あるという実態があります。そこで、本県にお

ける教員に対する性の多様性の知識習得の状況

はどうなっているのか、その実際の指導内容を

含め、教育長にお伺いします。

性の多様性に関す○教育長（黒木淳一郎君）

る教育について、教職員の理解を深めることは

極めて重要であると認識しております。

そこで、県教育委員会といたしましては、管

理職や人権教育担当者等を対象とした研修会の

実施や、教職員向け資料の作成など、性の多様

性に関する教育について、啓発に努めておりま

す。

具体的には、大学教授等の外部専門家を招い

ての性同一性障害に係る知識の習得を図る研修

や、文部科学省作成の教職員向け資料を用い

た、当該児童生徒へのきめ細かな対応の仕方等

について学ぶ研修を実施しております。

また、各学校では、平成28年度に教職員向け

資料が示されて以降、延べ数で小学校402回、中

学校250回、県立学校93回、性の多様性をテーマ

に研修を行っております。

その中では、「学校における支援体制」や

「学校生活における支援事例」「卒業後に性別

変更等を行った場合の対応」などを取り扱って

いるところであります。

今、答弁の中に、「卒業後に○図師博規議員

性別変更等を行った場合の対応」ともありまし

た。

ではまず、この性別変更ということに関し、

教員研修ではどのような内容まで理解を求めて

いるのか、また、その性別変更をされた方に、

教育委員会としてはどのような支援が考えられ

るのか、再度教育長にお伺いします。

法に基づく性別変○教育長（黒木淳一郎君）

更の審判を家庭裁判所で受ける際の申立て要件

として、「二十歳以上であること」「婚姻をし

ていないこと」「性別適合手術を行っているこ

と」などが示されております。

これらのことを踏まえ、卒業後に、法に基づ

く戸籍上の性別の変更等を行った方から卒業証

明書等の発行を求められた場合は、戸籍を確認

した上で、現在の性別等に沿った証明書を発行

するなど、当該者が不利益を被らないよう、適

切に対応することを各学校に周知しておりま

す。

卒業証明書は、学校を卒業し○図師博規議員

た後に取る方がいらっしゃいますが、それを性

別の変更後の内容に合わせるということは、大

変思いやりのある対応だなと思った次第です。

答弁にもありましたが、日本の性別変更は、

性別適合手術により生殖機能を不能にすること

までも条件にされていることが人権侵害に当た

るとして、日本学術会議やＬＧＢＴ法連合会か

ら指摘されております。ともあれ、教員研修等

で性の多様性について学ぶ場があり、一定レベ

ルの知識習得がされていることは理解できまし

た。

それでは、その内容をどう教育現場に落とし

込んでいくかでありますが、これも先ほどの調

査結果によりますと、86％の教員が教える必要

があると言っているところなんですけれども、

実際、教育の現場でその授業をしたことがある

と答えた教員数は、11％に満たないということ

が出ております。

本県において、性の多様性に関する教育は、

どの程度、またどの内容で実践されているの

か、教育長にお伺いします。

性の多様性に関す○教育長（黒木淳一郎君）

る教育につきましては、保健体育の「心身の発

達と心の健康」や、技術家庭科の「家庭生活と
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地域の関わり」のほか、複数の教科の中で関連

的に取り扱うこととなっております。

また、令和元年度におきましては、小学校42

校、中学校48校、県立学校27校が、性の多様性

に特化した学習を行っております。

その内容といたしましては、社会における性

的少数者の方々への偏見や差別など、性の在り

方の問題を考えさせたり、当事者の方の講話を

実施するなどの取組が行われております。

学習後の感想では、「人と違いがあって当然

だから、それを批判せず、違いを認めて接する

ことが大切だと分かった」「それぞれの悩みに

気づくことが、優しさと思いやりだと思った」

などの内容が多かったと聞いております。

やはり、この性の多様性とい○図師博規議員

うものを理解していくには、小学校、中学校か

らの教育も非常に大切になってきますので、今

後とも拡充をお願いいたします。

それでは次に、適応指導教室とフリースクー

ルについて伺っていきます。

国は2019年に、不登校の子供たちに学校外で

の多様な学びの場を提供することを目的とした

「教育機会確保法」を成立させました。

これまでの不登校対策は、学校復帰を大前提

としていましたが、この教育機会確保法では、

従来の対策では不登校児童生徒の無理な通学は

かえって状況を悪化させる懸念があるため、児

童生徒が通いやすい公立の適応指導教室や民間

のフリースクールなど、学校外の教育機会を確

保することを自治体の責務とし、必要な財政支

援に努めることとしています。

そこでまず、この教育機会確保法をどのよう

に捉えているのか。また、本県の不登校児童生

徒数がどのように推移しているのか、教育長に

伺います。

「教育機会確保○教育長（黒木淳一郎君）

法」の基本理念であります、全ての児童生徒が

豊かな学校生活を送り、安心して教育を受けら

れる環境の確保や、不登校の児童生徒に対する

個々の状況に応じた必要な支援は、教育を受け

る権利を保障するものとして重要であると捉え

ております。

国の調査によりますと、令和元年度の本県の

不登校児童生徒数は、小学校33 7人、中学

校1,067人、高等学校243人であり、全体で1,647

人となっております。

平成27年度と比較しますと、全体で376人増加

しており、中でも小学校の増加傾向が顕著で、

約２倍となっております。

本県は、幸福度ランキングで○図師博規議員

は常に上位に位置する、住みやすさ、学びやす

さがあろうかと思われますが、それでも不登校

児童生徒の増加は続いておるということです。

では次に、市町村教育委員会が設置する教育

支援センター、いわゆる適応指導教室は、どの

ような形態で整備され、県内に何か所設置して

あるのか。また、先ほどの答弁にあった不登校

の児童生徒が、この適応指導教室にはどの程度

の数が通われているのか、教育長、教えてくだ

さい。

適応指導教室は、○教育長（黒木淳一郎君）

市町村教育委員会が、小中学校の不登校児童生

徒を対象に、カウンセリングや集団での指導、

教科指導等を組織的、計画的に行うことを目的

に設置している施設であります。なお、通所す

る児童生徒は、出席扱いができることとなって

おります。

令和２年度の本県における適応指導教室

は、18市町に24教室が設置されており、中でも

宮崎市は６教室、門川町は２教室と、複数の教

- 180 -



令和３年９月14日(火)

室が設置されております。なお、５町３村は未

設置となっております。

利用者数は、小学校33人、中学校160人の合わ

せて193人となっております。

不登校児童生徒は1,600人を超○図師博規議員

えておるんですが、この適応指導教室に通われ

ている生徒は200人に満たないということです。

つまり、適応指導教室に通えている生徒は10

分の１程度しかいません。まだ設置されていな

い町村もありますので、地理的に通えない児童

生徒もいると思われますが、それでもあまりに

も少ない数にとどまっています。

さらに、高校の不登校生を対象とした適応指

導教室は設置されていないということでした

が、これはなぜでしょうか、教育長。

高校生は、在籍す○教育長（黒木淳一郎君）

る高等学校によって、普通科、職業学科、総合

学科と、学科によって学習内容や教育課程が多

岐にわたっていることから、本県では、高校生

を受け入れる適応指導教室は設置をしておりま

せん。

各高等学校では、不登校生徒に対して、教育

相談の充実や関係機関との連携を図る中途退学

対策対応教員や、高等学校カウンセラーの加配

措置、またスクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーなどの専門家の配置・派遣

など、家庭と緊密な連携を図りながら、学校復

帰や社会的自立に向けた支援を行っておりま

す。

先日も、高校の退学者の件が○図師博規議員

取り上げられておりましたが、今、県内の高校

の進学率は98％余りです。不登校の生徒も300名

余りで推移していますし、退学者の数字も300名

余りということですから、やはりその居場所づ

くり、学校とは別の居場所づくりのため、高校

生のための適応指導教室の設置も必要と考えま

す。

それでは、適応指導教室などを利用して、教

員や、今ありましたスクールカウンセラー、ス

クールソーシャルワーカーなどの指導の結果、

再登校できるようになった児童生徒はどの程度

の割合でいるのでしょうか。また、その学校復

帰に至ることにつながった指導内容は具体的に

どういうものがあったのか、教育長、教えてく

ださい。

令和元年度に、指○教育長（黒木淳一郎君）

導の結果、学校に復帰できた本県の児童生徒の

割合は、小学校で19.0％、中学校で21.1％、高

等学校で40.7％となっております。

復帰に至るまでの具体的な調査等は行ってお

りませんが、家庭や学校のサポートはもちろん

のこと、スクールカウンセラーや適応指導教室

など、児童生徒が相談することができる環境が

整っていたことや、スクールソーシャルワー

カーが家庭とつながり、関係機関との連携が確

実に行われたことなど、複数の要因が考えられ

るところであります。

今の御答弁ですと、小中学校○図師博規議員

の不登校生では約80％、高校生では60％が不登

校状態が続いていると。なかなか改善に至って

いない児童生徒が多いという答弁でありまし

た。

中学３年生で不登校のまま卒業できたとして

も進学は難しいでしょうし、高校で不登校が続

けば退学の可能性が大きくなってしまい、その

ままひきこもりにつながることも考えられま

す。

そこで、民間と連携し、児童生徒の自尊心を

守りながら様々な体験活動ができる、フリース

クールという居場所づくりに積極的に乗り出す
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ときと私は考えます。

先日、このフリースクール設立を考えられて

いる複数の団体の方々と意見交換をしてきまし

た。地域女性団体の方々や、放課後児童クラブ

に携わられている方、子ども食堂の関係者な

ど、日頃から地域の子供たちと接する中で、こ

のままの学校教育だけでは救い切れない児童生

徒がいるという問題意識を共有しておられる

方々です。

その中で出された意見として、「不登校が問

題ではなく、学校以外の選択肢がないのが一番

の問題です。明日、学校につまずいてしまうこ

とは、どの子供にも起こり得ることです。たと

えつまずいたとしても、勉強もできる、社会に

通じるいろんな経験もできる、もう一つの学

校、フリースクールがあれば、宮崎を担ってい

く将来ある子供たちに希望を持たせることがで

きます」と、非常に志高い意見も出されたとこ

ろです。

しかし、実際にフリースクールの設立に当

たっては問題は山積みで、場所をどうするの

か、専門人材の確保はどうするか、運営費の捻

出などなど、民間だけでは実際に克服が困難な

ハードルが幾つもあります。

では現在、県内に開設されているフリース

クールが幾つあって、何人の子供たちが通って

いるのか。また、学校と同じ出席扱いとなるフ

リースクールがどのような体制整備になってい

るのか。また、その出席扱いとなるためには、

どういう条件をクリアしなくてはいけないの

か、併せて教育長にお伺いします。

フリースクールと○教育長（黒木淳一郎君）

して学習支援や居場所づくりに取り組む民間施

設は、県内に複数ありますが、そのうち１つの

施設が出席扱いとなっており、昨年度末の段階

で、17人が在籍していることを確認しておりま

す。

通所を出席扱いとする条件としましては、カ

ウンセリング等を行うために、専門的知識と経

験を備えたスタッフが指導に当たること、児童

生徒のプライバシーに配慮した上で、学校と施

設との間に十分な連携・協力関係が保たれてい

ることなど、必要な環境を整えることが文部科

学省のガイドラインに示されております。

なお、出席扱いにつきましては、保護者と学

校との間に十分な連携・協力関係が保たれてお

り、校長が、設置者である教育委員会と連携を

取って判断するものとされております。

教育長、率直に教育長御自身○図師博規議員

の御見解を。

フリースクールを整備できるものならしてみ

たい、フリースクール設置が望ましいというお

考えはお持ちか、まだ時期尚早とお考えか、そ

のあたりはいかがでしょうか。

学校をプラット○教育長（黒木淳一郎君）

ホームとしながら、いろいろ困り感のある子供

たちを支援しなければならないと、そういう仕

組みづくりは大切だと考えております。

したがいまして、どんなことができるのか、

様々な角度から検討するなど、多くの意見を拝

聴していきたいと思っております。

前向きな御答弁を聞けてうれ○図師博規議員

しく思いました。

それでは、このフリースクールに関して、岐

阜県では、廃校となった校舎を利用して、公立

の不登校特例校が今年の４月に開校していま

す。

また福岡県では、フリースクール運営費補助

として年間1,800万円、鳥取県でも、運営費の補

助として１施設300万円の３施設分、900万円を

- 182 -



令和３年９月14日(火)

県単独予算として計上し、支援をしています。

本県も不登校児童生徒の増加傾向が進む中、

民間団体と連携したフリースクール整備に取り

組む時期と考えますが、知事の御見解をお伺い

します。

今、不登校の実態につ○知事（河野俊嗣君）

いて答弁がありました。学校というものが、学

びや育ちをしっかりとサポートし、またそこで

の体験や記憶というものが、生涯にわたって一

人一人を支える大きな力になるということを考

えると、このような不登校の子供たちが増えて

いる現状について、胸が塞がる思いもし、私も

重く受け止めているところであります。

教育機会確保法では、その基本理念としまし

て、不登校児童生徒が行う多様な学習活動を踏

まえ、個々の状況に応じた必要な支援や、民間

団体等との密接な連携を図ることなどが示され

ているところであります。

様々な事情を抱えている子供たち一人一人に

応じた、多様な学びの提供に向けて、家庭や地

域、フリースクールなど民間団体との連携も含

めながら、教育の機会の確保に、総合的に取り

組んでいくことが必要であると考えておりま

す。

「総合的に取り組む」の中の○図師博規議員

選択肢に、ぜひフリースクールを具体的に組み

入れていただければと思います。

以上をもちまして、私の一般質問を終わりま

す。（拍手）

次は、窪薗辰也議員。○濵砂 守副議長

〔登壇〕（拍手） 今日は地域○窪薗辰也議員

から傍聴に誰も来ていませんので、無観客での

一般質問になりますが、よろしくお願いしたい

と思います。

それでは、緊急事態宣言の下で無観客開催と

なった東京オリンピック・パラ大会もいつの間

にか終わり、８月の長雨では浸水、土砂災害な

ど、今年も全国各地に大きな爪痕を残しまし

た。その後、朝夕もめっきり涼しくなり、秋の

気配も色濃くなりました。これから食欲の秋な

ど、様々な秋を満喫したいと思います。

国会では菅首相の突然の退陣表明で、「ポス

ト菅」選びは混迷を極めています。新型コロナ

感染者数は、ここ数日減少傾向にありますが、

重症者数、宿泊療養施設での療養者、自宅療養

者は依然として多く、亡くなる方もいらっしゃ

います。

国のまん延防止等重点措置は、宮崎市を除い

て解除となりましたが、まだまだ感染の収束が

見えない中、今後ワクチン接種が進み、新規感

染者も減少すると思います。日々御苦労いただ

いています医療従事者の皆さん方をはじめ、関

係各位の皆さん方に対し、感謝申し上げます。

日本政策研究センターが発刊している「明日

への選択」感染症の歴史の中で、「江戸時代の

パンデミック」の記事がありました。

当時日本を襲った感染症として、天然痘、は

しか、インフルエンザ、コレラの４つが挙げら

れており、鎖国の日本でも感染症は無縁ではな

かったとあります。特に天然痘については、江

戸城での拝謁のときには回復して75日たってか

ら「お目見え」するようにと命じられていたと

言われています。いわゆる濃厚接触の回避であ

ります。

インフルエンザについては、世界的な大流行

とともに日本にも侵入し、江戸城内で発生する

クラスターをいかに阻止するか、また、幕府機

能を継続し、業務を維持できるかであったと言

われています。

当時の江戸の人口は100万人と言われ、武士以
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外の大半の住民は、「其の日稼ぎ」と言われる

「下層民」だったと言われています。朝仕入れ

た魚や野菜、豆腐、納豆をその日のうちに売っ

て生計を立てたり、大工、包丁研ぎ、げたの歯

入替えといった、その日の手仕事の報酬で暮ら

す人々であったと言われています。一旦、飢饉

や不景気となれば、その日の食にも窮するのが

実態だったようです。

このため、働かなければ生きていけない人々

に対し、取りあえず回復するまで生活費を提供

するという「御救い」という制度があり、江戸

の「特別定額給付金」であったということで

す。

インフルエンザの蔓延では、１人当たり300

文、２人世帯で500文が支給されたと言われてい

ます。また、その財源には、長屋などの大家が

強制的に積み立てる「七分積金」という窮民救

済の「ファンド」が活用されたということで

す。

そのほかの対策としては、米や風邪薬などの

―買占め、売惜しみの防止、救済小屋の設置

これは宿泊療養施設でありますが 、臨時の―

公共事業による失業対策、金融の円滑化、経済

の底上げ、消費の奨励を通じ、景気刺激策など

の対策も打たれたということです。

こうしたときには、当然「自粛ムード」が広

がり、家の新築工事、改修工事なども減ってし

まいます。当然、こうした人々を相手とする

「其の日稼ぎ」の人々の生活に深刻な影響が出

るわけで、政府の普請と遊山を奨励する「町

触」が出されたということで、いわば今回の政

府が実施したＧｏ Ｔｏキャンペーンと同様なも

のでございます。

当時の武家政権が、社会福祉や経済政策を展

開しながら、感染症などを克服し、人間社会が

今日まで築かれてきたことを考えるとき、江戸

時代の感染症に対する幕府の救済策は、今日の

コロナ対策にも学ぶところがあるのではないか

と考えさせられました。

それでは、質問に入ります。

今月上旬に公表されました令和２年度決算の

見込みによりますと、コロナの影響を色濃く受

けて、歳入、歳出ともに前年度よりも大きく増

加し、歳入は7,038億円余、歳出は6,866億円余

となっており、令和元年度と比較しますと、20

％を超える増となっております。

この結果、実質収入が103億円余の黒字という

ことでありますが、病床確保などのコロナ対策

関係で、国から概算で事業費を受け取っていた

ものの、執行残として返還しなければならない

額が29億円あるということでございます。その

分を差し引いた実質的な収支は74億円の黒字と

なり、前年度並みとなっているようです。

そこで、この決算見込みを踏まえ、今後のコ

ロナ対策などの財政運営についてどのように考

えているのか、知事の考えをお伺いいたしま

す。

以下の質問は質問者席で行います。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

令和２年度は、毎月のようにコロナ対策の補

正予算を編成してまいりましたが、必要な財源

につきましては、国において、コロナ対策の交

付金として、地方創生臨時交付金と緊急包括支

援交付金がしっかりと措置され、決算ベース

で、これまでの累計で479億円余を受け入れてお

ります。

そのため、決算の歳入、歳出は前年度を大き

く上回ることとなりましたが、実質的な収支に
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つきましては、74億円余の黒字と、前年度並み

となったところであります。

この分につきましては、令和３年度当初予算

で取り崩した基金に積み戻し、例えば、これか

らシーズンが本格化します台風などの自然災害

や、この冬の鳥インフルエンザ対策など、不測

の事態に備えるほか、令和４年度当初予算編成

における財源として活用してまいります。

今後とも、全国知事会地方税財政常任委員会

の委員長として、必要な財源の確保に努めると

ともに、財政関係２基金の維持など、健全な財

政運営に努め、感染の状況や経済の動向、国の

予算編成などを見極めながら、ポストコロナを

見据えた新しい県づくりに取り組んでまいりま

す。以上であります。〔降壇〕

令和２年度新型コロナ対策と○窪薗辰也議員

して、県民生活を維持するための様々な対策が

講じられてきたところでありますが、まだまだ

新型コロナの影響は今後も続くものと思われま

す。

年々増加する社会保障関係費に加え、国土強

靱化対策、国民スポーツ大会、ポストコロナに

向けた経済対策など、多額の財政負担が見込ま

れるところでありますが、人口減少問題や経済

の活性化など、将来を見据えた施策について

も、さらに進める必要があると思います。

今後も財政の健全化に向けて、さらに取り組

んでいただきますようお願い申し上げたいと思

います。

次に、本県における新型コロナワクチンの接

種状況と今後の見通しについて、お伺いしま

す。

接種券の配布は、高齢者や基礎疾患のある人

から順に、県内全ての市町村において、全ての

年代に対し、新型コロナワクチンの接種券が今

月上旬までに発送され、そのほとんどの方が接

種を受けられる体制が整いつつありますが、現

在の本県における接種実績について、福祉保健

部長にお伺いいたします。

９月12日現○福祉保健部長（重黒木 清君）

在での本県におけるワクチン接種実績につきま

しては、12歳以上の対象人口約98万人のうち、

１回目接種を終えた方が69％、２回目まで終え

た方が56％となっており、接種が着実に進んで

いるところであります。

県といたしましては、コロナの感染収束のた

めには、早期の接種完了が重要であると考えて

おりますことから、引き続き、県において大規

模接種を進めるとともに、市町村に対する必要

な支援を行いながら、早期完了に向けて取り組

んでまいります。

次に、ワクチン接種率を高め○窪薗辰也議員

るための取組についてお伺いします。

集団免疫獲得のためには、できるだけ多くの

方が接種する必要があると考えますが、接種券

はあっても、様々な基礎疾患のある方、または

病気治療中の人や、アレルギーなどで接種した

くてもできない人などもいると考えられま

す。100％の接種はできないとしても、接種率を

上げることが最大の予防であり、蔓延防止であ

ると思います。

本県におけるワクチン接種率を高めるための

取組について、福祉保健部長にお伺いいたしま

す。

コロナの感○福祉保健部長（重黒木 清君）

染収束のためには、早期の接種完了とともに、

多くの方々に接種いただくことが重要でありま

す。

このため、接種機会の拡充はもとより、ワク

チン接種の効果や副反応について正しく理解し
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ていただき、過剰な不安から接種を控えること

がないよう、正確かつ適切な情報提供が大変重

要であると考えております。

このため県におきましては、大規模集団接種

における接種者数や対象者を拡充するととも

に、テレビや新聞、タウン誌のほかＳＮＳな

ど、様々な媒体を活用しながら、正しい情報の

提供に努め、できるだけ多くの方が接種いただ

けるよう、必要な取組を進めてまいります。

河野ワクチン担当大臣から、○窪薗辰也議員

９月３日の記者会見において、「10月から11月

の早い時期に、希望する国民の皆様への接種を

終えることも視野に入ってきた」との発言があ

りましたが、政府は、既に３回目のワクチン接

種について議論すべき時期が来たとしていま

す。

そこで、本県における接種完了の見通しにつ

いて、福祉保健部長にお伺いいたします。

県におきま○福祉保健部長（重黒木 清君）

しては、市町村における早期の接種完了に向

け、休日や時間外での各医療機関における個別

接種の促進への支援を行うとともに、県による

大規模集団接種などを進めているところであり

ます。

このような中、先般国からは、10月４日の週

までに、接種対象者の約86％に当たるワクチン

が配分されることが示されまして、県から市町

村に対し、割当てをお知らせしたところであり

ます。

このような動きを踏まえて、県内におきまし

ては、希望する方々全てが11月の前半までに接

種を受けられる見通しとなり、県としまして

は、引き続き市町村と連携しながら、円滑なワ

クチン接種に向けて、必要な取組を着実に進め

てまいります。

次に、新型コロナウイルス感○窪薗辰也議員

染症を診断するための検査の一つでありますＰ

ＣＲ検査については、感染拡大を防止するため

にも重要な検査であると認識しております。

昨年の初め頃は、県内でできるＰＣＲ検査数

も少ない状況にありましたが、現在では最寄り

の医療機関などでも検査が受けられるようにな

り、検査体制はかなり拡充・整備されたのでは

ないかと評価いたしております。一方で、一般

の県民には、まだまだ検査体制がよく分からな

いという方もいらっしゃるようでございます。

そこで、新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ

検査体制について、福祉保健部長にお伺いいた

します。

新型コロナ○福祉保健部長（重黒木 清君）

のＰＣＲ検査には、行政検査と保険適用検査が

あり、行政検査は、感染者の濃厚接触者等に対

して、県衛生環境研究所と宮崎市保健所が行う

ほか、一部を民間検査機関に委託して行ってお

ります。

また、保険適用検査は、発熱等の症状のある

方が、地域の身近な診療・検査医療機関を受診

した際に、医師の診察の下で行う検査であり、

現在386の医療機関を指定しております。

なお、自ら希望して検査を受ける場合は、保

険適用外の自費検査となりまして、その際、お

問合せがあった場合には、検査のできる医療機

関を御紹介しているところでございます。

自分が無症状のまま日常生活○窪薗辰也議員

を続ける人たちが感染拡大のもとになることか

ら、より多くの接触者、または感染を心配する

人たちも検査できるようにする必要があると思

います。

火事が炎上してから火消しにかかるのではな

く、火元が小さいうちに火を消し止める工夫が
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大事だと考えます。

今後、さらなる議論を進めていただきたいと

思いますので、よろしくお願いいたします。

国は８月25日に、本県に対して初めてまん延

防止等重点措置を決定し、その適用期間を８

月27日から９月12日までとしておりましたが、

９月９日にはその適用期間を９月30日までに延

長することを決定したところであります。

そこで今回、まん延防止等重点措置の本県へ

の適用が延長された理由について、どのように

考えていらっしゃるのか、福祉保健部長にお伺

いいたします。

まん延防止○福祉保健部長（重黒木 清君）

等重点措置につきましては、病床使用率、療養

者数、ＰＣＲ等陽性率及び新規感染者数など、

当該都道府県の感染状況を踏まえ、国が決定す

るものであります。

９月９日に、まん延防止等重点措置の延長が

決定されましたが、前日の８日時点で、直近１

週間の人口10万人当たりの新規感染者数が26.8

人、入院患者数は137人、重症者数が11人と、い

ずれも高い水準となっております。

県内の新規感染者数は減少傾向にあるもの

の、依然として高止まりしており、加えて、医

療提供体制は極めて厳しい状況にありますこと

から、国において延長の判断がなされたものと

認識しております。

次に、新型コロナウイルス感○窪薗辰也議員

染症の国民健康保険への影響についてお伺いい

たします。

昨年からの新型コロナウイルス感染症の患者

の増大に伴い、感染を警戒して、医療機関等へ

の受診控えが続いているようであります。新型

コロナの流行の波が繰り返し襲ってきている状

況の中で、第１波の令和２年５月の落ち込みが

特に大きくなっていたようであります。未知の

ウイルスということで、人々の心理的なものが

大きく作用したものと思われます。

そこで、新型コロナウイルス感染症の国民健

康保険への影響について、福祉保健部長に、受

診控えの状況やその要因をお伺いいたします。

国民健康保○福祉保健部長（重黒木 清君）

険における令和２年以降の診療報酬請求件数の

状況は、御指摘のとおり、令和２年５月が最も

減少幅が大きく、14.3％の減少となっておりま

す。その後、徐々に患者数は戻ってきておりま

すが、依然として、令和元年度の水準には戻っ

てきておりません。また、特に減少が大きいの

は、小児科や耳鼻咽喉科となっております。

なお、夜間や休日等のいわゆる「コンビニ受

診」の減少や、インフルエンザ等の他の感染症

の流行がなかったことなども影響しているもの

と考えております。

次に、新型コロナウイルス感○窪薗辰也議員

染症に係る診療報酬の臨時的措置についてお伺

いいたします。

国におきましては、主に患者を受け入れる医

療機関に係る診療報酬の大幅な引上げ等の臨時

的措置が次々に行われました。そのほか、直接

的に患者を受け入れない医療機関等への特例的

な対応も数多く措置されたと聞いております。

その中に、先ほど答弁のあった受診控えの影

響が大きい小児科への対応等もあったと聞いて

おりますが、診療報酬の臨時的措置の内容と、

国民健康保険の保険者への影響について、福祉

保健部長にお伺いいたします。

現在、新型○福祉保健部長（重黒木 清君）

コロナの発生に伴い、診療報酬の臨時的な取扱

いが数多く行われております。

具体的には、重症の患者に対して人工呼吸器
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等による治療を行う場合の診療報酬が３倍に引

き上げられているほか、酸素療法が必要な中等

症患者の対象範囲が広げられ、加算の算定期間

が延長されるなどの措置が講じられておりま

す。

また、影響を受けている小児科の外来診療に

つきましては、初診、再診にかかわらず、一定

の診療報酬点数を加算できることとなっており

ます。

次に、国民健康保険の保険者への影響につき

ましては、新型コロナについては、本人負担分

は原則として全額が公費負担となりますが、一

方で、保険者負担分は通常どおりでありますこ

とから、今後も臨時的な取扱いが続けば、保険

者の負担が大きくなり、国保財政への影響が見

込まれます。

政府は、９日の新型コロナウ○窪薗辰也議員

イルス感染症対策本部の会合で、希望者のワク

チン接種が完了する11月頃をめどに実施する、

行動制限緩和の基本方針を決定したとありまし

た。

ワクチン接種を条件に、緊急事態宣言下で

も、県をまたぐ旅行や大規模イベントを認め、

飲食店の酒類提供も容認するとし、コロナ禍で

の日常生活や経済活動の回復に向けた取組を進

めようとしています。

制限緩和の前に実証実験を実施し、運用面で

の課題を整理するとのことですが、自粛や営業

制限の長期化に苦しむ経済界にとって明るいニ

ュースだと、歓迎の声も上がっているというこ

とです。接種を終えた人からどんどんと経済を

回すことで、経済の回復も加速するものと思わ

れます。行動制限緩和の出口戦略において、本

県にも、以前のような活力ある県政に向けての

対応が強く求められるところであります。

今後とも、なお一層の御尽力を賜りますよ

う、お願い申し上げておきたいと思います。

次に、第八次宮崎県農業・農村振興長期計画

についてお伺いいたします。

昨年度までの第七次長期計画において、「口

蹄疫からの再生・復興」と「農業の新たな成長

産業化」を目標に掲げた10年間の成果として、

冷凍ホウレンソウの日本一の産地化や、農畜産

物輸出額が、平成22年度に比べて20倍に増加、

全共での３大会連続内閣総理大臣賞受賞など、

成果が得られたと考えております。

このような中、本年３月に策定した第八次長

期計画では、本県農業・農村の持続的発展に向

けた、総合的かつ中長期的な方向性を示す基本

方針として、「持続可能な魅力あるみやざき農

業の実現」に向けた取組を進めることとしてお

り、キーワードとして、「新防災」と「スマー

ト化」が掲げられております。

そこで、第八次農業・農村振興長期計画にお

いて、新防災とスマート化に取り組むとのこと

でありますが、それぞれどのような取組を進め

るのか、農政水産部長にお伺いいたします。

第八次長期計○農政水産部長（牛谷良夫君）

画では、激甚化する自然災害や家畜伝染病な

ど、あらゆる危機事象に負けない農業を実現す

る「新防災」と、生産から流通・販売までの

「スマート化」を車の両輪として進めることに

より、稼げる農業を目指すこととしておりま

す。

具体的には、新防災の視点では、農業用ため

池の補強など災害に強い生産基盤づくりや、畜

産における高い防疫レベルの平準化、農業経営

収入保険制度など、各種セーフティーネットの

活用強化などに取り組みます。

また、スマート化の視点では、生産段階にお
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けるスマート農業技術の普及に加え、流通段階

における電子タグ等を活用した物流の効率化、

販売段階におけるインターネット等を活用した

デジタルマーケティングなどの取組を進め、持

続可能なみやざき農業の実現を推進してまいり

ます。

次に、「みどりの食料システ○窪薗辰也議員

ム戦略」についてお伺いいたします。

国は、農業の生産性向上と持続性の両立を目

指す世界的な潮流に対応し、国際ルールづくり

に参画するため、「みどり戦略」を策定したと

のことであり、有機農業の拡大や、化石燃料等

を使用しない園芸施設への完全移行など、中長

期的な目標が設定されております。

みどり戦略の中で、有機農業や減化学農薬・

肥料栽培などについて、慣行栽培に比べ収量が

下がることが見込まれることから、実現するた

めには、収量の低下に見合う販売価格の向上な

ど、生産者の努力だけで実現することは難し

く、消費者側の理解醸成が必要であると考えら

れます。

そこで、第八次長期計画において、国のみど

りの食料システム戦略を、耕種部門、畜産部門

でどのように取組を進めていくのか、また、消

費者の理解醸成に向けた取組について、農政水

産部長にお伺いいたします。

みどりの食料○農政水産部長（牛谷良夫君）

システム戦略は、持続可能な食料システムの構

築に向け、中長期的な観点から環境負荷軽減を

図る戦略であり、第八次長期計画でも、有機農

業や環境保全型農業を推進することとしており

ます。

具体的には、耕種部門では、ＧＡＰ、特別栽

培、有機栽培と、生産者に応じたステップアッ

プを進め、化学農薬や肥料の削減を図りますと

ともに、畜産部門では、排せつ物のバイオマス

エネルギーとしての利用促進などに取り組みま

す。

また、これらの取組を加速させるためには、

消費者が食や農に対する理解を深め、生産者と

その価値を共有していくことが不可欠でありま

すことから、食育や地産地消、農業体験講座等

の取組を推進するとともに、農政水産部ホーム

ページ「ひなたＭＡＦｉＮ」での積極的な情報

発信などにより、本県の食と農への理解醸成に

取り組んでまいります。

さて、令和元年度における本○窪薗辰也議員

県の農業産出額3,396億円のうち、約65％を占め

るのが畜産部門であり、本県の重要な基幹産業

であることは言うまでもありません。

畜産を語る上で、私たちが未来永劫に忘れら

れないのが、29万7,808頭の家畜の貴い命を奪

い、畜産業のみならず地域経済や県民生活に大

きな影響を及ぼした口蹄疫であります。

先月27日には、口蹄疫終息から11年が経過し

ました。この間、生産者はもとより、市町村、

関係団体、国、県当局、我々県議会、そして多

くの県民や全国の皆様方の御支援、御協力を受

けながら再生・復興に取り組んだ結果、飼養頭

羽数は一定程度回復し、畜産産出額や県産牛肉

輸出量が過去最高を記録するなどで、一定の成

果も見られました。

そのような中、今回県では、第八次長期計画

の畜産版アクションプランとして、「みやざき

畜産共創プラン」を策定され、さらなる家畜防

疫と畜産振興対策に取り組まれるということで

あります。

そこで、みやざき畜産共創プランの概要につ

いて、農政水産部長にお伺いいたします。

本県の畜産業○農政水産部長（牛谷良夫君）
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につきましては、議員御指摘のとおりでござい

ますが、一方で、国内外での家畜伝染病の続

発、担い手・労働力不足、さらには脱炭素社会

の実現への取組など、様々な課題が顕在化して

おります。

このため、第八次長期計画の畜産部門を具体

的に進める「みやざき畜産共創プラン」を策定

したところでございます。

プランでは、家畜防疫のさらなる強化を土台

として、持続可能な畜産振興に向け、新たにス

マート畜産技術等の新技術の普及促進や、定休

型ヘルパー組織の体制整備等による働き方改

革、畜産バイオマスエネルギーの利活用の推進

を、また、販売及び関連産業の発展に向け、全

畜産物の輸出拡大に取り組みます。

県としましては、本県の畜産業が魅力ある産

業として、さらに発展し続けるよう、関係団体

と連携しながら、本プランをしっかりと進めて

まいります。

新たなみやざき畜産共創プラ○窪薗辰也議員

ンの策定では、５年後の最終年度（2025年度）

の数値目標として、牛肉を中心とした畜産物輸

出額は、19年度の44億円から66億円へ拡大する

などを盛り込んだ、持続可能で魅力ある畜産を

構築するとなっています。

今回の長期計画では、畜産の目指す姿とし

て、資源循環型農業の推進、飼料の生産体制づ

くり、さらには、畜産バイオマス活用型施設園

芸の構築で脱炭素社会を目指すための農業構造

への転換、環境に優しい農業の展開などが示さ

れた内容となっています。

第八次長期計画の畜産部門での目標達成を目

指して、このプランをしっかりと進めていただ

きますよう、お願い申し上げておきたいと思い

ます。

今回の第八次長期計画のポイントとしては、

「～あらゆる危機事象に負けない農業～新防

災」と、「～賢く稼げる農業～スマート化」と

なっています。

本県の人口は全国平均よりも早く高齢化が進

んでおり、特に中山間地域では人口減少が早く

進行すると予想されています。人口減少、少子

高齢化は、本県の社会経済にとって極めて厳し

い状況であり、特に農業を取り巻く情勢は厳し

さを増しております。

一方では、家族を中心とした「みやざき型家

族農業」も進めるとしております。本県の第八

次長期計画が、持続的で魅力あるみやざき農業

の実現に向けて今後展開できることを願ってお

ります。

次に、和牛全共についてであります。

来年に迫りました第12回全国和牛能力共進会

鹿児島大会での成績は、今後、本県の肉用牛振

興を図る上で大きな影響力を持ちます。

せんだっての右松議員の代表質問でも、知事

が意気込みを語られましたが、日本一への道の

りは、そう簡単なものではありません。残り１

年間、危機感と緊張感、そして戦う覚悟を持っ

て取り組んでいく必要があると思います。

そこで、第12回全国和牛能力共進会宮崎県出

品対策共進会の概要について、農政水産部長に

お伺いいたします。

出品対策共進○農政水産部長（牛谷良夫君）

会は、これまでの出品対策の確認と機運醸成を

目的に、新型コロナ対策に万全を期して、来月

７日、児湯地域家畜市場での開催を予定し、４

つの区分に代表牛61頭が出品予定であります。

具体的には、本共進会第１区は全共４区繁殖

雌牛群に相当し、３頭セットの21頭、第２区は

全共５区高等登録群に相当し、遺伝的能力の優
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れている親子２頭セットの６頭が出品され、群

のそろい等を審査します。また、第３区は全共

６区総合評価群に相当し、対象種雄牛の産子で

ある若雌牛が16頭、第４区は全共２区及び３区

に相当する若雌牛が18頭出品され、繁殖雌牛と

しての発育状況等を審査することとしておりま

す。

本共進会の実施により、全共に向けた課題を

洗い出し、来年８月の県代表決定検査及び10月

の本番に向けて、一層のレベルアップを図って

まいります。

次に、今回の共進会では、こ○窪薗辰也議員

れまで設けられていた団体賞が設けられており

ません。よって、種牛の部、肉牛の部、２部門

での内閣総理大臣賞の獲得が、日本一の称号を

意味することとなります。各部門での取組が大

変重要となりますので、よろしくお願いしたい

と思います。

そこでまず、第12回全共に係る本県での種牛

の部の取組について、農政水産部長にお伺いい

たします。

全共種牛の部○農政水産部長（牛谷良夫君）

は、先ほど説明しました繁殖雌牛群や総合評価

群など、１区から６区に分かれた６つの出品区

分となります。

このうち、種雄牛候補の若雄を評価する１区

においては、地域に根差した優秀な系統を引き

継ぎ、その系統の特色を有するなどの厳しい条

件をクリアした、将来の宮崎牛を支える種雄牛

候補が出品対象であり、現在、候補牛５頭の発

育調査を定期的に行っております。

また、２区から６区では、プレ全共の取組に

加え、候補牛となる優秀な雌牛の確実な地元保

留や、候補牛のさらなる掘り起こしに向け、巡

回調査等の取組を行っております。

全共に向けた本年度の取組が大変重要であり

ますことから、必要な予算を措置しているとと

もに、引き続き関係団体と連携しながら、出品

対策にしっかりと取り組んでまいります。

御案内のとおり、前回第11回○窪薗辰也議員

大会においては、肉牛の部で内閣総理大臣賞を

受賞しました。宮崎牛のブランド強化の面にお

いても、特に肉牛の部については、負けられな

い部門でもあります。

今回は、新たに脂肪の質評価群が設けられる

など、肉牛の部の成績評価において、おいしさ

に関係すると言われる脂肪の質の比重が、従来

より大きくウエートを占めるものとなっている

ところであります。

そこで、第12回全共に係る本県での肉牛の部

の取組について、農政水産部長にお伺いいたし

ます。

肉牛の部は、○農政水産部長（牛谷良夫君）

７区と８区の２つの出品区分で行われ、今回の

第12回全共の審査では、牛肉の脂肪の質が、肉

量や肉質と同列で評価されるなど、新しい基準

への対応が求められたところです。

このため、候補牛の父牛や母牛の遺伝的な評

価などによる選抜を経て、候補牛80頭を選定し

ております。

４月には、それら候補牛を、本県を代表する

肥育農家20戸に導入し、徹底した飼養管理の

下、定期的な発育調査や血液検査等を通じて、

最高の宮崎牛に仕上がるよう支援しておりま

す。

来年、第12回全共におきましても、チーム宮

崎として一体となり、「日本一の努力」と準備

を継続することで、種牛の部、肉牛の部、両部

門での内閣総理大臣賞の獲得を目指してまいり

ます。
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力強い御意見、ありがとうご○窪薗辰也議員

ざいました。

いよいよ来年10月６日から10日の日程で、鹿

児島県霧島市牧園町で種牛の部が開催され、肉

牛の部は、南九州市知覧町ＪＡ食肉かごしま南

薩工場で開催されます。

それに先立ち、来月10月７日に児湯地域家畜

市場で開催されるプレ全共は、来場者の制限を

行い、出品者、運営に係る関係者のみでの開催

となります。関係各位の皆さん方の適切なアド

バイス、指導に期待したいと思います。

全てが非常に厳しい条件での出品となるわけ

でございますが、種牛の若雌出品等について

は、これから洗い出し、選定育成することとな

りますので、特段の御指導を賜りますようお願

いいたします。

さらには、来年本番の鹿児島県大会が、まさ

かの無観客とならないことをお祈り申し上げた

いと思います。

では次に、介護施設の現状及び介護職の人材

確保についてお伺いいたします。

本年３月に策定された宮崎県高齢者保健福祉

計画では、本県の高齢者人口が、令和７年

（2025年）をピークに減少に転じるものの、後

期高齢者はその後も増加し、介護サービスを利

用する高齢者が増加していくものと見込まれて

おります。

このため、本県における介護サービス基盤の

充実が今後重要となってきますが、要介護と

なった高齢者の家庭環境や介護の程度は様々で

す。

訪問介護などを利用しながら、住み慣れた地

域や家庭で暮らしていく高齢者の方々もいらっ

しゃいますが、家庭での介護が困難な重度の要

介護者にとっては、特別養護老人ホームなどの

施設サービスを安心して利用できる環境づくり

が、今後必要になっていくものと考えます。

そこで、今後増えていく介護サービス利用者

の受皿として、介護保険施設の整備が重要だと

思いますが、県の考えを福祉保健部長にお伺い

いたします。

本県の介護○福祉保健部長（重黒木 清君）

サービス利用者は、令和２年８月末の５万3,743

人から、令和５年には５万5,000人程度まで増加

すると推計されており、介護サービス基盤の整

備・充実が課題となっております。

このような中、県では、今年３月に策定いた

しました第８期介護保険事業支援計画の中で、

居宅サービスの充実を図るとともに、居宅での

介護が困難な高齢者の増加等に対応するため、

市町村計画を基に施設の整備目標を設定し、令

和３年度から５年度までの３年間で、特別養護

老人ホームや認知症高齢者グループホーム等

を400床整備することとしております。

県としましては、引き続き、地域医療介護総

合確保基金も活用しながら、地域の実情に応じ

た施設整備に努めてまいりたいと考えておりま

す。

介護サービス等の充実・整備○窪薗辰也議員

は大変重要な課題であると思います。今後も市

町村と連携しながら、計画的な施設整備に取り

組んでいただくよう、お願いしたいと思いま

す。

次に、介護人材確保対策について伺います。

2025年に約2,600人の介護職員が不足すると推

計されております。このことから県は、人材確

保のため、「参入促進」「労働環境・処遇の改

善」及び「資質の向上」の３つの視点から対策

を講じるとしております。

私は、介護職員の仕事は本当に大変だと思っ
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ており、職員の新規就労と離職防止を図るため

には、給与の面、つまり処遇の改善が大事だと

考えております。

そこで、介護人材確保のためには介護職員等

の処遇改善が大事だと考えますが、県はどう取

り組んでいるのか、福祉保健部長にお伺いいた

します。

介護人材確○福祉保健部長（重黒木 清君）

保のためには、介護職員等の処遇改善は大変重

要であります。

このため国は、介護職員等の処遇改善のた

め、処遇改善加算制度を設けており、昇給の仕

組みの整備や休業制度の充実等の要件を満たし

た介護事業者に対しまして、介護職員等の給与

の改善に充てるための介護報酬を加算すること

としております。

県では、介護事業者の加算取得を促進するた

め、制度の周知を図るとともに、労務管理に精

通した専門家を事業所に派遣し、個別の指導・

助言を行うことにより、介護職員等の処遇改善

に取り組んでおります。

介護人材確保は大変重要な課○窪薗辰也議員

題でありますので、処遇改善だけではなく、

様々な支援に取り組んでいただくよう、お願い

申し上げたいと思います。

次に、令和９年に本県において開催が予定さ

れている国民スポーツ大会の天皇杯獲得に向け

て、このコロナ禍の大変な状況の中、本県とし

てどのような競技力向上に取り組んでいるの

か、お聞きしたいと思います。

競技人口が少ない競技の中で、本県として特

に普及・強化を図る競技を、これまで未普及競

技と呼んでいましたが、今年度からは、「ひむ

かサンライズ競技」という名称にしたとお聞き

しています。

しかしながら、ひむかサンライズ競技は、

サッカーやバスケットボールのように競技人口

が多い競技に比べ、競技力向上に向けた取組が

なかなか思うように進まないのではないかと考

えております。また、これまで国体を開催して

きた先催県においても、ほとんどの県が、この

ような「ひむかサンライズ競技」の育成・強化

に力を入れて、天皇杯獲得につなげてきたと

伺っております。

そこで、ひむかサンライズ競技について、今

後どのような強化をしていくのか、教育長にお

伺いいたします。

議員の御質問にあ○教育長（黒木淳一郎君）

りましたように、本年度より名称を「ひむかサ

ンライズ競技」と変更したところであります。

具体的な取組としまして、「ひむかサンライ

ズプロジェクト」では、競技団体や民間クラブ

等と連携し、オリンピアン等による講習会など

を行い、選手強化を図っているところでありま

す。

また、「ワールドアスリート発掘・育成プロ

ジェクト」では、体験プログラム等を通して選

手の発掘・育成に取り組み、カヌーやウエート

リフティング、自転車競技に、このプロジェク

トを機に新たに挑戦した選手が、今年の全国高

校総体では、優勝を含めた上位入賞を果たして

おります。

今後も、事業内容の充実を図りながら、継続

した選手強化に取り組んでまいります。

少しずつでありますが、成果○窪薗辰也議員

も上がっているようでございますし、ぜひこの

ような競技において、一人でも多くの子供たち

が、太陽のように上昇し、輝きを放つような取

組をお願いしたいと思います。

次に、現在の指導体制についてお伺いしたい
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と思います。

本県が天皇杯を獲得するためには、本県の指

導者の指導力が向上するような取組が大事だと

思いますが、全国的に有名な監督等の指導を仰

ぐなどの仕掛けが必要ではないかと思っていま

す。

実際、本県として指導体制を充実させるため

にどのような取組を行っているのか、教育長に

お伺いいたします。

本県では、宮崎県○教育長（黒木淳一郎君）

競技力向上基本計画の取組の一つとして、「指

導体制の充実・強化」を掲げております。

具体的な取組として、中高の部活動顧問及び

国体チームの監督を対象とした、全国トップレ

ベルチームへの派遣やコーチングスキル研修会

など、県内指導者の資質向上に努めているとこ

ろであります。

また、「チームみやざき強化アドバイザー招

へい事業」として、全国的に顕著な指導実績を

持つ指導者を継続的に招聘し、選手だけでなく

指導者もアドバイスを受けるといった取組も進

めているところであります。

今後も、このような取組を計画的に実施し、

さらなる指導体制の充実・強化を図ってまいり

ます。

指導者の力量が上がれば、選○窪薗辰也議員

手やチームの競技力は確実に向上すると思いま

すので、これからもぜひ指導体制を充実させ、

天皇杯獲得に向けて準備方、よろしくお願いし

たいと思います。

次に、屋外型トレーニングセンターの整備に

ついてであります。

先月、シーガイアドーム跡地に、県が主体と

なって屋外型トレーニングセンターを整備する

という発表がなされ、本議会にも、整備費の債

務負担行為の設定について提案がなされたとこ

ろであります。

オーシャンドームについては、平成５年に世

界最大級の室内ウオーターパークとして開業し

て以来、本県を代表する観光施設として運営さ

れてきたところでございますが、平成19年に閉

鎖し、平成29年に解体されました。

こうした中、今回、県が主体となり、屋外型

トレーニングセンターを整備するということ

で、ようやく、長い間広大な空き地となってい

たオーシャンドーム跡地が、スポーツランドみ

やざきらしい、本県にとってよりよい形で活用

されることになったのではないかと感じている

ところでございます。

そこで今回、屋外型トレーニングセンターの

整備を行うに当たって、その経緯について商工

観光労働部長にお伺いいたします。

オーシャ○商工観光労働部長（横山浩文君）

ンドームの閉鎖後、県では、国による屋外型ト

レーニングセンターの設置実現を図るため、平

成27年に官民一体の誘致推進委員会を設立し、

要望活動を行ってきたところでございます。

一方、国は、第二期スポーツ基本計画におき

まして、「あらゆる可能性の中で検討を進め

る」としておりますが、今年６月に改めて国の

意向を確認しましたところ、国が主体的に整備

することは白紙の状態との回答を受けたところ

でございます。

しかしながら、本県は、屋外系スポーツの

キャンプ地として優位性が高く、屋外型トレー

ニングセンターは、スポーツランドみやざきの

さらなる進化のために、なくてはならない施設

と考え、今回、県が主体となって整備を行うこ

ととしたものでございます。

屋外型トレーニングセンター○窪薗辰也議員
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を整備するシーガイアエリアは、ラグビー日本

代表やＪリーグのキャンプが行われており、加

えて、ゴルフやトライアスロン、パラトライア

スロンの国の競技別強化拠点としても指定され

るなど、トップアスリートの受入れに適した、

国内でも有数の合宿環境であります。

今回整備される施設では、ラグビーやＪリー

グ、陸上実業団チーム、さらには多くの国内外

のトップチームなどを新規誘致のターゲットと

していると伺っており、スポーツランドみやざ

きの、さらなるブランド力の底上げにつながる

シンボル的な施設になると思います。

そこで、この施設の整備による効果につい

て、商工観光労働部長にお伺いします。

今回の屋○商工観光労働部長（横山浩文君）

外型トレーニングセンターの整備により、ラグ

ビー日本代表キャンプの定着化、ラグビー新

リーグやＪリーグ、陸上実業団チームなどの新

規誘致に加えまして、周辺施設への練習試合を

目的としたトップチームの新たな誘致が見込ま

れ、国際水準のスポーツの聖地としてのブラン

ド力向上が期待できます。

また、ブランド力の高まりにより、学生や社

会人などのアマチュア合宿の誘致が促進されま

すことで、スポーツキャンプ・合宿の全県化、

通年化が図られ、本県観光の振興・経済の活性

化につながるものと考えており、その経済効果

は、年間約12億円と試算しております。

さらに、トップアスリートの技術指導や、プ

レーを間近に見る機会を創出することで、県内

アスリートの競技力向上にも寄与するものと考

えております。

令和５年４月からの供用開始○窪薗辰也議員

を目指し整備するということですが、よりよい

スポーツランドみやざきの構築で本県観光の振

興と活性化が図られ、経済効果が県内全域に波

及し、県内アスリートの競技力向上にも寄与で

きるよう、関係各位の御尽力を賜りますようお

願い申し上げまして、私の一般質問を終わりた

いと思います。どうもありがとうございまし

た。（拍手）

以上で午前の質問は終わり○濵砂 守副議長

ます。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時48分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開き○中野一則議長

ます。

次は、二見康之議員。

〔登壇〕（拍手） 皆さん、お○二見康之議員

疲れさまです。本日は大変お足元の悪い中、傍

聴にお越しいただきまして、誠にありがとうご

ざいます。うちの家内と義理の母でございま

す。あともう一人いらっしゃるようですけれど

も、本当にありがとうございます。

昨年、一昨年と自民党の会派三役の一人とし

て、代表質問をさせていただきました。久しぶ

りの一般質問、皆さんの意見をまとめるという

非常に難しいことも経験させていただきました

が、改めて一人の議員として、県政の発展のた

めにできることを考えてまいりましたので、ど

うぞ執行部の皆様におかれましては、明快な答

弁のほどよろしくお願い申し上げます。

私も就任してから11年目を迎えまして、こ

の10年間を振り返ってみますと、本当にいろい

ろなことがあったなと思います。この10年間

で、今回初めてなんですけれども、この質問に

おいて教育委員会に１問もないということでご

ざいまして、決して教育委員会に対して関心が
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ないわけではございません。７年ぶりに、去年

１年間、文教常任委員会の委員として様々な議

論をさせていただきましたので、その推移をこ

れから少し見守りたいなという思いでございま

す。どうぞ御尽力のほどよろしくお願い申し上

げます。

ここで改めてこう申し上げるのは、私が就任

２年目のときに、一般質問で知事に質問が１問

もなかったことがありまして、私の当時の質問

の内容は、非常に細かいところばかりを聞いて

いたものですから、知事に伺う部分がなかった

だけなんですけれども、終わってここの部屋を

出るときに、今はいない渡辺創議員から、「知

事に１問もなかったけど、どういうことだ」と

言われまして、今申し上げたように、私には全

然そういう意図的なものはなかったんですけれ

ども、皆さんからしたら、何か思うことがある

のかみたいなことがありまして、後の懇親の場

でも、知事からそういう一言をいただきました

ので、前もって教育長には断っておきたいなと

思いました。

10年という時間の中では、本当にいろいろな

ことが目まぐるしく変わってまいりました。仕

事を本気でやっていく上では、「10年一区切

り、必死の２年」という言葉があるそうで

す。10年間で１つの仕事をしっかりとやり遂げ

ること、成し遂げることができるそうですけれ

ども、その中には、寝るのも食べるのも惜しん

で必死に働く２年間がなければ、大きな物事は

成就しないというようなことでございます。

河野知事も、もう11年目を迎えておられます

が、この宮崎県を引っ張っていくリーダーとし

て、いろんな思いを持たれながら、また、県政

発展のためにどういったところに注力しながら

この10年間を務めてこられたのかなと、改めて

伺いたいと思います。

当時、10年前も、河野カラーとは、また知事

のリーダーシップとはという、たくさんの質問

があったと記憶しておりますけれども、知事の

人柄とか性格、頭脳明晰さとか、すばらしいと

ころはよくよく私も承知しているのでございま

すが、具体的な話、もうちょっと県政のここを

変えていったら、この県が浮揚していくために

はここが大事なんだとかいう、そういう具体的

な話が聞きたかったなという思いもございま

す。

この10年間、必死に務めてこられた知事、特

に今はコロナの中ですから、非常に対応が難し

いところ、迫られているものがあると思いま

す。そういったことも含めまして、これまでの

就任期間の中で知事が成し得たいと考えられて

きたことは何だったのか、改めて、河野カラー

というものについてお伺いしたいと思います。

次に、国において現在、創設が検討されてお

ります、こども庁について伺います。

今、子供たちの置かれている現状、貧困や虐

待など様々な課題に総合的に対応するために

も、一元的にその機能を担う新たな組織が必要

ということで、検討が進められております。

その過程において、中央の人たちだけで、都

会の人たちだけで決めていいものかということ

で、自見はなこ参議院議員や山田太郎参議院議

員を中心に、地方議員や地方行政職員を交えた

勉強会が進められております。私も一度、その

Ｚｏｏｍ会議に参加させていただきました。

子供を取り巻く諸課題に対する支援は、国や

地方自治体、民間団体等が連携して取り組んで

いるものでございます。本県でも、出産、育

児、医療費助成、学力向上、いじめ対策など、

県内各市町村や民間団体ともしっかり連携を取
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りながら対応していかなければなりません。

さきの６月議会においては、こども庁創設に

ついての意見書を国に提出しました。本県にお

ける詳細な実情を国に届けることも県として大

切なことだと思いますが、知事の御見解を伺い

ます。

次に、新型コロナウイルス感染症対策につい

て伺います。

現在、県独自の緊急事態宣言並びにまん延防

止等重点措置の適用が延長されまして、営業時

間短縮や入場者の整理、酒類の提供停止など、

強い感染防止対策が実施中でございます。

また、病床確保やワクチン接種など、医療提

供体制の充実についての取組も進んでおります

が、感染症対策で常に取り組まなければならな

いのは、緊急事態宣言発令のような事態に至ら

ないように努めることであり、そのことに対し

て県民に、対策の周知や日々の行動の在り方の

啓発をしっかり行うということが、まずもって

取り組まなければならないことだと思います。

これまで５回の感染拡大の事態に直面してき

た本県ですが、どのようなところから感染拡大

の傾向が見られたのか、どこに対策の重点を置

くべきなのか、そこのところを県並びに宮崎市

の保健衛生当局の方々には、現状をつぶさに調

査研究していただき、その結果に基づく対策を

県民へ周知徹底していただき、県民一丸となっ

て取り組んでいかなければ、到底、公衆衛生を

保つことはできないものと思います。

以上のようなことを踏まえまして、今後の対

策の在り方について検討していくためにも、こ

れまでの県内での感染拡大状況、特に今回、県

内でかつてない感染爆発が生じた第５波におけ

る要因についてどのように分析されているの

か、知事に伺います。

以下の質問につきましては、質問者席より行

います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。まず、私のカラーについてであります。

カラーとは、固有の持ち味や特色を意味する

ということでありまして、それぞれの色も他の

色との対比で特色が浮かび上がってくるという

ことを考えますと、本県の歴代知事や他県の知

事と比べたときの私固有の持ち味という観点か

ら、答弁を申し上げるところであります。

まずは、総務省の出身という経歴から、専門

分野であります地方行財政の知識・経験を踏ま

えた県政運営、国とのパイプを生かした情報収

集、財源確保に努めてきたところであり、ま

た、税財政の分野における経験を評価されて、

現在、全国知事会の地方税財政常任委員会委員

長に就任しております。本県の知事としては、

常任委員会の委員長は初めての就任でありまし

て、このことにより、政府・与党の幹部や各県

とのパイプをより太くすることができているも

のと考えております。

また、国や地方自治体で勤務した経験に基づ

きまして、政治姿勢として、徹底した現場主義

と、対話と協働を掲げております。徹底して、

国や市町村、関係団体との連携体制、オールみ

やざきで結集する体制づくりに努めてきたとこ

ろでありまして、これらを、口蹄疫からの再生

復興や、高速道路の整備促進、コロナ対策にも

生かすことができているものと考えておりま

す。

また、２点目としましては、昨日、朝課外に

ついての議論もありましたが、県外出身ゆえの

気づきを生かして、という面もあろうかと考え

ております。県外においてプロモーションを行

うときも、そういう私なりに気づく県としての
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魅力というものの発信に努めているところであ

ります。例えば、本県が誇る神楽の価値を評価

し、ユネスコの世界無形文化遺産登録を目指し

ていこうという目標を掲げたのは、私が就任し

て以降でありますが、こうした動きを記紀編さ

ん1300年記念事業、さらには国文祭・芸文祭の

開催へと結びつけてきたところでありまして、

その過程の中で、私個人の人脈も生かしなが

ら、故梅原猛先生や中西進先生にもお力添えを

いただいたものと考えております。

また３点目には、アメリカ留学の経験、また

語学力も生かしながら、海外の要人とも直接意

見交換して太いパイプを築くことができるとい

うところも、持ち味であろうかと考えておりま

す。ラグビーのエディー・ジョーンズヘッド

コーチや国際サーフィン連盟のアギーレ会長、

また香港経済界の重鎮であるジョナサン・チョ

イ氏などとの人脈を築きながら、県政にも生か

してきたところであります。

現在、コロナにおいて少し一時停止をしてお

りますが、本県の将来を見据えたときに、観光

や物産等におけるグローバル戦略というものは

非常に重要だと考えておりまして、その点も自

分の経験等を生かすことができるものと考えて

おります。

これまで、歴代知事におかれましても、その

時々の課題に直面しながら、その持ち味を生か

して県政発展に結びつけてこられたところであ

りまして、深く敬意を払いながら、私なりに、

受け取ったたすきというものを、より磨きをか

けて前に運ぶ役割を果たしてまいりたいと、そ

のように考えております。

次に、こども庁についてであります。

現在、国におきましては、児童虐待や貧困な

ど、子供に関する様々な課題に総合的に対応す

るため、子供の視点に立った切れ目のない支援

を図るとともに、困難を抱える子供への支援等

が抜け落ちることのないよう、一元的にその機

能を担う新たな組織の検討が行われておりま

す。

新たな組織の創設により、例えば、幼稚園や

保育所等の所管省庁から別々に出されておりま

す通知文の一本化による効率的な行政運営や、

重点的な施策の推進など、本県にとってもメ

リットがあるものと期待しております。

一方で、障がい児・者への支援、医療・健康

づくりなど、生涯を通じての一貫した取組を進

めてきた分野においては、現行施策の意義や実

施状況を十分に踏まえた検討がなされるべきで

あることなどから、６月議会では県議会から意

見書を提出していただいたところであります

し、全国知事会としても先般、国に対して提言

を行ったところであります。

今後、子供に関する新たな組織が、権限と予

算を備えた政策遂行力のあるものとなるよう、

国における議論の行方をしっかり注視しなが

ら、引き続き、全国知事会の提言等を通じて、

地方の実情を伝えてまいります。

最後に、新型コロナ「第５波」の感染爆発に

ついてであります。

今回の第５波のポイントとしましては２点あ

りまして、感染力の極めて強いデルタ株の影響

により、日本中がこれまでに経験したことのな

い感染拡大の大きな波に襲われたということが

あります。２つ目としましては、そのような我

が国において感染拡大の大きな波にある中で、

県をまたいだ人の移動を十分に抑えることがで

きなかったというのが、本県も、また全国的な

反省としてもあろうかと考えております。

県内におきましては、７月下旬から新規感染
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者が増加し、８月に入ると県外由来の感染が拡

大した。第４波よりも、このデルタ株の感染力

を考えると、１歩も２歩も早い対策が必要との

判断の下に、８月11日に県独自の緊急事態宣言

を発令し、お盆休みの人流の増加を前に、最大

限のブレーキを踏んだところであります。

しかしながら、その後も宮崎市を中心にクラ

スターが続発し、感染急拡大に歯止めがかから

ない。８月中旬以降、１日の新規感染者が100人

を超える、かつてない感染爆発の状況となった

ところであります。

その背景としまして、２点目として申し上げ

ましたように、人の移動が活発化する夏休みの

早い段階から、県民の皆様に対し、県外との不

要不急の往来自粛でありますとか、県外の方々

に、帰省も含めて不要不急の来県自粛を要請し

ていたところでありますが、人の流れを十分に

止めることはできなかった。これは、全国知事

会などでも度々私からも申し上げております

が、昨年の第１波において全国的な緊急事態宣

言が出されたときと比べると、そこまでの規制

ではないということで、国民の間に少し緩い

メッセージとして伝わっているのではないかと

いうようなこと。さらに、東京などで緊急事態

宣言が発令された後も、それでは比較的感染が

落ち着いているところへ息抜きに行こうかとい

うような、人の流れを招きかねないというとこ

ろが、特にこの夏休み、お盆を前に反省として

あるわけでございまして、今後あってはならな

いことですが、第６波とか、そういったことを

招かないように、国全体として、また本県とし

ても様々な取組を進めてまいりたい、そのよう

に考えております。以上であります。〔降壇〕

ありがとうございました。知○二見康之議員

事のカラーということで、ちょっと失礼な質問

だったかもしれませんけれども、今まで本当に

知事が真摯に取り組んでこられたことの総括と

いいますか、思いというものは私のほうには伝

わってきました。

国文祭の開催につきましても、知事個人とし

て非常に思い入れがあるというふうにも周りか

ら聞いておりましたので、こういった神楽と

か、本県の持つ魅力というものを生かした取組

をしたいという知事の強い思いがあったんだな

と、改めて感じたところでございます。

また、やはり語学というのも大事です。私は

どちらかというと苦手なほうなんですけれど

も、海外の方々と世界共通語の英語で気軽に話

ができるということは、お互いの信頼関係を築

いていくためには、やはり大事だなと。コミュ

ニケーションというのが一番大事だなと、やは

り海外に行ったときには感じるわけなんですけ

れども、今は便利なアプリとかができて、話が

できなくてもそういったものを活用しながら、

我々は我々でできることを頑張っていけばいい

のかなとも思います。

ただ、コロナ対策につきましては、確かに今

回の感染力が強い変異株が問題なんですけれど

も、新型インフルエンザ等の特別措置法におい

て、まずは基本的に緊急事態宣言が発令された

上での営業時間の短縮や、まん防の発令措置が

されてから酒類の提供を停止するというよう

な、いわゆる強い強制措置が取られるというふ

うになっていると思います。

ただ、今は全国的に見られる対策の在り方と

いうのが、そういう事態になる前から、基本的

に外出を自粛してくださいとか、そういう言い

方をされていますよね。まだ広がっていないと

きには、行動するに当たって気をつけるべきと

ころはどこなのか、やっぱり、そういったポイ

- 199 -



令和３年９月14日(火)

ントを絞って行動をお願いするべきだったんで

はないかなと思います。

広がってしまってからは、抑えなければなら

ないので、強制力を持たせるような表現という

ものも必要なんだと思いますけれども、その辺

の、何かうまく使い分けというのがどうだった

のかなと。初めての対策なので、１年前、最初

の頃は仕方ないにしても、第２波、第３波とい

うものを経験していく上では、やはりそういっ

た対策の在り方、物の考え方というものは、

ちょっとバージョンアップさせていくべきだっ

たのかなと感じているところなんですけれど

も、それは後ほどまた伺います。

私もこの７月下旬から８月上旬にかけての本

県の感染状況を、当局から発表されているデー

タを基に、どのように広がっていっているのか

なというのをちょっとまとめておりました。

そういった中で、やはり今回は、今までと

違って、保険適用検査によって判明する陽性者

の数が非常に多かったなと思います。これは今

までの第４波までと違う傾向だなと。これがど

ういったところで本当に感染が起こっていたの

か分からなければ、やはり市中感染していると

いうことを認めざるを得ないので、対策を強化

しなければならないということにもつながるん

ですけれども、そういったところを分かりやす

くというか、根拠を示しながら対策を打ってい

かなければならないなと。

知事の記者会見とかで、人口10万人当たりと

か、国の示す基準に今、本県がどのようになっ

ているのかというところに加えて、県内独自の

状況についても御説明いただければ、もっと理

解は進んだのかなとも思います。

またその後の、国文祭関係で県外との往来を

見据えたＰＣＲ検査の実施とか、こういったも

のについては、もっと早くできたんじゃないか

なと。コロナが始まった頃というのは、比較

的、検査することに対してあまり積極的でな

かった、濃厚接触者でなければできない。もち

ろん、検査体制がまだ不十分だったということ

もあるので、分かるんですけれども、できるだ

けそれを早期に見つけるということ、重症化す

る前に早めに治療に入ってもらうというような

ことを踏まえても、また、二次感染、三次感染

というものを早期に抑えるためにも、今後も、

まずここを充実させていく必要があるんじゃな

いかなと思うところです。

ただ、今の憲法下において、私権の、個人の

行動に対する制限というものはかけることはで

きない。緊急事態宣言下でできることについて

も、ある意味限られている中ですので、いかに

県民一人一人の危機管理意識を醸成するかとい

うことが、非常に重要になってくるんだと思い

ます。

県外にどうしても行かなければならない方々

もいらっしゃいます。そういった方々に配慮し

ながらの対策の在り方というものについても、

取り組まなければならないなと。自分が感染し

たとしても、家族や職場、友人、知人への感染

を防ぐような取組はできるので、そういったと

ころがしっかりできていれば、ここまでの広が

り方も、ある程度は抑えることができたんじゃ

ないかなとも思います。

では今、本県が、県外から持ち込まれたウイ

ルスを県内で広げないためにどのように取り組

んでいるのか、これは福祉保健部長に伺いま

す。

県外からの○福祉保健部長（重黒木 清君）

感染持込みを防ぐため、県民の皆様に対しまし

て、県外との往来自粛をお願いしております
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が、やむを得ず往来が必要な場合には、現地で

県外の方との会食を控えるなどの感染防止対策

の徹底について、新聞やＳＮＳなどの様々な広

報媒体を活用し、周知に努めております。

また、県外由来の感染を県内で広げないた

め、県外から帰ってきた際には、当面の間、知

人や友人との会食を控え、ささいな症状でもす

ぐに身近な医療機関を受診するよう、周知を図

るとともに、空港などに啓発チラシ等を掲示い

たしまして、来県者に対して同様の注意喚起を

行っているところでございます。

このような啓発に加えまして、県外往来に係

る水際対策の実効性を高めるため、来県者や県

外との間を往復する県民等を対象に、無料また

は低額でＰＣＲ検査を受けることができる支援

も行っているところでございます。

今は、ここでの答弁ですの○二見康之議員

で、表現はまた変わるんだと思いますけど、例

えば来県された方に、当面の間とか曖昧な言い

方をしても、ではいつまで外出を自粛したらい

いのかとかが分からないと思います。

恐らくチラシとかにはちゃんと書いているん

だと思いますけれども、感染力を持つと言われ

る期間において、これは発症する前から潜伏期

間がどれくらいあるかということを踏まえた周

知になると思いますけれども、そういったこと

は具体性を持たせて表現したほうがしっかり伝

わるし、個人の行動としても、そこを目標にす

ることができるという、積極的に取り組める方

向に感染防止対策を持っていくほうが、効果が

あるのではないでしょうか。

また、これは行った方だけじゃなくて、その

周りの方の理解もやはり必要だと思いますの

で、空港とかそういう往来があるところだけで

なく、やはり県民全体に、みんなでお互いを思

いやるという気持ちを持ちながら防ごうという

ことでの周知も必要なのではないかと思いま

す。

先日、知事が提案理由説明の中で、「緊急事

態宣言発令やまん延防止等重点措置により、県

民にさらなる負担、不便をかけることを心苦し

く思い、知事として重く受け止めている。県民

が心を一つに感染防止対策に取り組んでいく必

要がある」とおっしゃっておりました。

先ほども申し上げましたように、県民の行動

を変容するための周知啓発というのは、まず一

番大事なことであるし、常に取り組まなければ

ならないことだと思います。しっかり県民に情

報を届けること、そして理解してもらって行動

してもらう、要するに行動変容につながるよう

な周知啓発をやらなければならないと思いま

す。

そういったことというのは、我々素人で考え

るのはなかなか難しい分野でもあると思いま

す。リスクコミュニケーションという観点の感

染症対策の専門家の方も、非常に表現について

は悩まれるような分野でありますので、こう

いったところについては、それなりに専門の方

を入れたりとか、助言をもらうなり、もしくは

そこの部門を担ってもらうとか、そういった対

応が必要なのではないかなと思います。

行政として、やっぱりいろんな問題が起こっ

たときのことを考えてしまうわけですけれど

も、目的を、事前に感染が広がることを抑える

んだ、広げないようにするんだということを県

民一丸となってやるということに置くのであれ

ば、多少の表現の違い、または情報を事細かに

書くだけではなくて、理解してもらって行動に

移されるというような情報発信の在り方が必要

だと思います。

- 201 -



令和３年９月14日(火)

こういったところに焦点を絞って周知啓発に

取り組むことが重要だと思いますが、県はいか

がお考えでしょうか、福祉保健部長に伺いま

す。

感染防止対○福祉保健部長（重黒木 清君）

策については、県民の皆様に十分御理解いただ

き、行動変容につなげていくことは、感染拡大

を防ぐために大変重要でございます。

このため県では、ホームページはもとより、

テレビＣＭやラジオ、新聞、ＳＮＳ等のあらゆ

る広報媒体を活用し、県民の皆様に対し、県内

の感染状況をお知らせするとともに、行動要請

への協力を広く呼びかけております。

このような中、多くの県民の皆様には、感染

防止対策への御理解・御協力をいただいている

ところでありますが、一部、行動要請に協力さ

れず、感染拡大につながった事例が見られると

ころであります。

県民一人一人の感染防止対策への意識レベル

のさらなる向上を図るため、専門家の活用も含

め、今後、どのように広報面での取組の充実を

図ることができるのか、検討してまいりたいと

考えております。

ちょっと古いデータなんです○二見康之議員

けれども、国立国際医療研究センターというと

ころが去年の８月から９月に、新型コロナに関

するマル・バツクイズ形式の感染予防アンケー

トというのをされていたそうです。ネットで調

べたら、ちょうど出てきたんですけれども、全

国で16万件ぐらいの回答があったみたいです。

基本的な、感染に関するマル・バツのクイズ

なんですけれども、かなりの正答率があって当

然かなと思いますが、全国平均が61.4％だとい

うことです。ちなみに、本県と石川県は同

じ56.2％ということで、47都道府県の中で一番

低かったという結果だそうです。

これは、ほかの県と比べてどうかということ

ではなくて、このコロナに関して毎日のように

情報があふれ返っている中で、いかに正しい理

解ができていないかということなんじゃないか

なと思います。

設問としては、例えば、手を水で洗ったらウ

イルスは流すことができるとか、ちょっと何か

聞き方がいやらしいなと。完全になるとかそう

いう聞き方じゃなくて、これはある意味どっち

でも取れそうな気もするけれども、やったほう

がいいのか悪いのかというような、ちょっとク

イズ的な部分もあるので、若干下がっているん

だと思いますけれども。手を洗ったらコロナに

感染することを防ぐことができるとか、一般の

方でも分かっていることだと思います。だから

それに、水だったら、石けんや洗剤を使ったら

とかいう、ちょっとポイントが入ってくると悩

むんだろうなと。そういったところも、今後の

広報の中ではひとつ検討していっていただきた

いなと思います。

次に、よく私もＲＥＳＡＳという地域経済分

析システムのお話も取り上げたりするんです

が、今はコロナ禍で、コロナ対策用として、Ｖ

－ＲＥＳＡＳというデータが公表されておりま

す。営業時間短縮の協力をお願いしている飲食

店関係について、2019年に比べてどれくらい売

上げが変化しているのかというデータもありま

した。

約１年間で、波はありますけれども、大体３

割ぐらいは売上げが伸びているところがあった

りとか、去年の６月のときには60％ぐらいが売

上げが半分以下になったとか、そういうデータ

が載っております。これは都道府県別ではなく

て全国一律なんですけれども、これはもう都道
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府県での差はない、トレンドとしては。全国一

律で見ても構わないというようなことだったの

で、そういうまとめ方をされていたそうです。

こういった中で、さきの知事の記者会見のと

きにも、繁華街等の人出の推移についてのデー

タがありました。携帯電話を使ったデータだと

思いますけれども、どれくらい外出自粛要請の

効果が出ているのかをはかるにも有効な情報だ

と、私も思います。

コロナ感染状況についての情報や、地域経済

の動向についてのビッグデータ等を活用し、

もっとターゲットを絞った感染予防対策、並び

にそういった検証に取り組む必要があると思い

ますけれども、県は今後どのように取り組んで

いかれるのでしょうか、福祉保健部長に伺いま

す。

県内の感染○福祉保健部長（重黒木 清君）

拡大は、首都圏をはじめ、感染が拡大している

地域からの持込みが端緒となっており、県民の

皆様に対して、客観的なデータを用いて、県外

との往来に当たっての注意を促すことが重要と

考えております。

このため県では、全国47都道府県の直近１週

間の人口10万人当たりの新規感染者数を集計

し、「感染拡大地域」や「感染流行地域」など

に分類した上で、県民の皆様に対して、各地域

の状況に応じて、往来の自粛や往来の必要性の

検討をお願いしているところであります。

また、実際の感染の場面や対策のポイントを

的確に周知するため、疫学調査の結果を基に、

県内の感染実例について、イラストを用いなが

ら具体的に紹介しているところであります。

現在、国から県内の繁華街等の人流のデータ

も提供されておりますので、今後とも様々な

データを参考にしながら、必要な感染予防対策

に取り組んでまいります。

先ほど、県外往来のＰＣＲ検○二見康之議員

査のこととかありましたけれども、そのデータ

の中では、宮崎県民がどこの都道府県にどれく

らいの人たちが行っているのかとか、逆にどれ

くらいほかの何県から宮崎に来ているかとか、

そういったデータも出ているわけなんです。感

染拡大地域からどれくらい来ているか、じゃあ

それに対してどれくらい検査すればいいのかと

か、予算を組めばいいのかとか、もっと早めに

対応ができていくんじゃないかなと思います。

今後の活用をぜひ御検討のほどお願いします。

コロナについては以上で、次に県有財産の利

活用について伺いたいと思います。

防災庁舎が完成しまして、日本庭園もリニ

ューアルされ、また５号館の曳家、改修も終わ

り、楠並木通り、県庁周辺の景色も一変して、

非常にいい景観になったなと感じているんです

が、いい景観だからこそ、ただ人が通り過ぎる

だけにしておくというのは、非常にもったいな

いなとも思います。

まず、これらのスペースの現在の利活用はど

のような状況になっているのか、総務部長に伺

います。

県庁本館前庭や防○

災庁舎前広場は、県が使用するために保有して

いる公用の行政財産であり、県庁各課が主催す

る出発式や啓発イベントなどで使用しておりま

す。

今年度は、県庁本館前庭などの本庁舎域一帯

をオリンピック聖火リレーのセレブレーション

会場としても使用したところであります。

防災庁舎前広場や南庭園、５号館につきまし

ては、有事の際には、自衛隊や消防等の大型車

両の駐車スペースや一時避難場所など、防災庁
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舎の補完的機能を担うことになっており、平時

においても、災害時での機能を損なわない範囲

で、イベントや来訪者のバス駐車場等に活用し

ているところであります。

本来の目的、機能に支障が○二見康之議員

あってはならないと思いますが、イベントだけ

で使うというのは、やはりもったいないなと、

もっと生かすことはできないかなと思います。

そこの物産館のちょうど隅切りの部分に移動

販売車がよくとまって、昼間に営業されている

んですけれども、確認しましたら、あそこは

オールみやざき営業課が、県の物産品の販売促

進という、ＰＲとかも含めて、財産総合管理課

に許可をもらって、物産振興センターからその

業者の方に貸出しをしていると。ちょっとした

軒先なんですけど、車が１台とまるぐらいの。

でも、そこの売上げのたしか15％とおっしゃっ

たと思いますけど、それがセンターのほうに入

るということで、その入ったお金で県の物産振

興にまた取り組んでいけるというような、ほん

のちょっとしたスペースだけれども、そういう

こともできるわけです。それに比べて、もっと

こっちのほうは何かできないものかなと思うん

ですが、広場も、そういった活用をもっとして

いくべきだと思いますけれども、県の収入につ

ながるような取組はできないのか、総務部長に

伺います。

行政財産を活用し○

た収入確保としましては、現在、県有施設等へ

のネーミングライツの活用や、本庁舎のエレ

ベーターホールを利用した民間広告の掲出など

に取り組んでいるところであります。

財産本来の用途または目的を妨げない範囲で

県有財産を有効に活用し、収入確保を図ること

は、重要な視点であると考えておりますので、

普通財産の貸付け等も含め、引き続き様々な取

組を進めてまいります。

これまでの取組は分かります○二見康之議員

けれども、新たな収入を生むための取組です

ね。やっぱり管理していて、使うことに許可を

出すところが積極的に使い方を考えるというの

は、なかなか難しいんだろうなとも思います。

財産活用担当もありますけれども、そこは、

活用する案を持ってきたときに、それを許可し

ていいのかというようなことが仕事なんじゃな

いかなと。やはり担当の方と話をしていて感じ

たのは、それぞれの部署のほうが、企画とかイ

ベントとかがあったときに申請をしてくるとい

うようなスタンスなんです。であるならば、ほ

かの部署の皆さんはもっと活用していただきた

いな、アイデアを出していただきたいなと。年

間のイベントだけではなくて、収入が上げられ

るような活用の方法とかも考えていただきたい

なと思います。

私は公園について、もうちょっと利活用でき

ないかなと、ずっと調べていたんですけれど

も、岐阜県に県営の河川敷の公園があるそうで

す。そこは広場にフードコートというか、そう

いうオープンスペースがあって、周りに飲食店

があります。椅子とテーブルがあり、そのテー

ブルの真ん中にＱＲコードがあって、そこを

ピッとするとメニュー表が出てきて、そのメニ

ューを注文するとお店の人が持ってきてくれる

んです。それで電子決済して、そこで食事とか

ができる。子供を連れて公園とかに遊びに行く

と、一々買物に行くのも結構大変だったりする

んですけれども、そういったもので持ってきて

もらえるのであれば、子供から目を離さなくて

も済むし、非常に便利じゃないかなと。椅子と

テーブルとＱＲコードと、あとそういうシステ
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ムをつくるだけでできるわけです。

すばらしい日本庭園とかがあって、その周り

に椅子、テーブルがあるだけで、周りに、コロ

ナで困っている飲食店のデリバリーとかテイク

アウトとかに取り組んでいらっしゃる方もたく

さんいますから、そういった方々と協力できる

ような体制をつくるというのも一つの案じゃな

いかなと思います。

早々にできることではないかもしれませんけ

れども、ぜひ、今後の一つのアイデアという

か、ポイントというか、ヒントにしていただけ

ればなと思います。

次に、行政サービスのデジタル化について伺

いたいと思います。

ＱＲコードとかも、まだ出てきて新しいもの

ですから、活用の方法とかも勉強していきたい

なと思っていますけれども、情報処理技術の進

展というのは、本当に目まぐるしいものがあり

ます。

県も、情報化推進計画に基づいて、いろいろ

検討を進めていると思いますが、知事のふるさ

との広島県は、ＡＩ移住相談「あびぃちゃん」

というものを、昨年11月から試行開始されてい

らっしゃるそうです。

いわゆるふるさと回帰、移住相談です。本県

も、ふるさと回帰センターにブースを置いて、

そこで相談を受けるというふうになっているわ

けですけれども、あそこの開所時間は午前10時

から午後６時までということで、ふだん昼間に

仕事をされている方はなかなか行きづらいのか

なと思います。

この「あびぃちゃん」を利用される方の８割

以上は、そのセンターの開所時間以外のときに

利用されているということだそうです。どこの

都道府県も相談に行けない時間帯に、広島だけ

は、どうなっているのかという情報が取れる、

これはマーケティングで言えばブルー・オー

シャンを、全部持っていかれているんじゃない

かなとも感じるわけなんですけれども、こう

いったＡＩの活用事例というものはないのかな

と思います。

この「あびぃちゃん」をつくるには３年か

かったそうです。5,000万円以上の予算をかけ

て、広島にちょっと先を行かれているなという

感じもしたんですが、本県も負けずにこれから

頑張っていただきたいと思っております。県と

して、これからどのように取り組んでいかれる

のか、総合政策部長にお伺いします。

県民誰もがデ○総合政策部長（松浦直康君）

ジタル化の恩恵を実感できるようにするために

は、日常生活や仕事など様々な分野で、デジタ

ル技術を活用したサービスが提供され、また広

く展開されていく必要があると考えておりま

す。

このため県では、地方税の申告や公文書開示

請求等の行政手続のオンライン化など、県民の

利便性向上に向けた取組を進めますとともに、

教育現場における遠隔授業やスマート農業な

ど、暮らしや産業のデジタル化にも取り組んで

いるところであります。

その一方で、デジタル化をさらに推進するた

めには、それを支える人材が必要でありますこ

とから、ＡＩやＩｏＴなどの専門知識を有する

人材の育成に努めますとともに、デジタル化に

関する事業者や団体からの相談に対応する「Ｉ

ＣＴコンシェルジュ」を設置するなどの取組を

行っております。

県としましては、このような取組や他県での

先進事例を踏まえながら、引き続き県民視点に

立ったデジタル化を推進してまいります。
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先ほどの広島も、そういう人○二見康之議員

材育成については数年前から取り組んでいらっ

しゃったみたいで、やっぱり何に使えるかとい

うところを、いろんなアイデアを出しながら、

技術を生かしてそれを反映させていくというこ

とが大事だと思います。人材育成についても、

本県もしっかり取り組んでいただきますよう、

よろしくお願いします。

次に、こういった新しい技術を生かした分野

を、いわゆる新規開拓、成長路線といいます

か、そういったものに使えるのが、このものづ

くり補助金だと思います。

私もこれを最初に見てからずっと、時々この

本会議でも取り上げさせていただいているんで

すけれども、最初に始まったときは、非常に採

択件数が少なかったということで質問したとこ

ろ、その後の取組で、宮崎の場合は国の予算

の100分の１ぐらいが配分割合ということだった

んですけれども、それを上回るということを一

つの目標みたいにお話しさせていただいたんで

すが、しっかり結果を出しておられました。

３年前にも、今はどうなっているのかという

ことで質問させていただいたんです。そのとき

に、事業者の方々から聞いている課題を国に要

望されるとか、生産性の向上につながっている

という、そういったメリットはしっかり支援し

ていきたいという御答弁だったんですけれど

も、さきの政審会の勉強会で10年間のデータを

出していただきましたら、令和に入ってから

ちょっと件数が落ち込んでいるのが現状のよう

です。

コロナもあったりとか、ほかにも諸事情があ

ると思いますけれども、やはり本県のものづく

りを支えていく、下支えになる土台づくりだと

思うんですが、この土台がしっかりしていなけ

れば、今県のほうで生産設備等改修支援、また

中核的企業認定事業とか、そういったものにい

ろいろ取り組んでいらっしゃると思いますけれ

ども、やはりその下支えになる企業育成という

ものを怠っては、大きな建物というのはその上

にできない。本県のものづくりの基礎をつくる

ためにも、これはしっかり取り組んでいく必要

があると思いますが、県は今後どのように取り

組んでいくおつもりなのか、商工観光労働部長

に伺います。

ものづく○商工観光労働部長（横山浩文君）

り補助金は、国が中小企業団体中央会を通して

実施しております、設備投資に対する補助事業

であり、これまで県内中小企業の事業拡大や生

産性向上に数多く活用されております。

県におきましても、公募開始等のメールによ

る個別案内や相談対応など、企業の積極的な活

用を進めておりますが、令和元年度以降、全国

と比べて本県の採択件数は減少している状況に

ございます。

県内には、コロナ禍の影響に伴い、新たに設

備投資を必要とする事業者もおられますので、

幅広く事業の周知やニーズの掘り起こしを進め

ますとともに、付加価値拡大などの補助要件を

満たす事業計画づくりを、関係機関が連携して

きめ細かくサポートするなど、より多くの企業

が採択されるよう、積極的に取り組んでまいり

ます。

前に調べたときに、大体２割○二見康之議員

から３割ぐらいの採択率というのがあったと思

います。

制度がよければたくさん取られるんでしょう

けれども、やっぱり数をこなしていくというこ

とも一つの 練習もそうですよね。数をある―

程度こなすというのは 訓練でもあるし、そ―
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こでできなくても次につながっていくという

チャレンジにもつながりますから、ひとつしっ

かり目標を持って取り組んでいただきたいなと

思います。

次に、企業局に伺いたいんですが、東日本大

震災があってから、再生可能エネルギーという

ものについて非常に注目されております。

本県の誇る水力発電事業、本当に宮崎県の大

きな財産だと思いますが、これだけにとどまる

ことなく、新たなことにぜひチャレンジしてい

ただきたいなという思いがずっとあるんですけ

れども、ものづくりでみんなに頑張れと言って

る手前というわけではないんですが、やはり企

業局として、持てる技術を生かした新たな分野

への挑戦というものも欲しいなと思います。

そういうときに局長から、カーボンニュート

ラルというものを切り口にした取組を考えてい

るというようなお話なので、そこに期待したい

と思っておりますが、今後どのように取り組ん

でいかれるのかお伺いします。

企業局は、水力発○企業局長（井手義哉君）

電により年間約45万トンのＣＯ 削減効果を生２

み出すとともに、ダム上流域に植林する「緑の

ダム造成事業」を通して、ＣＯ の吸収にも寄２

与しているところでございます。

一方国では、2050年カーボンニュートラル等

の実現に向け策定中の「第６次エネルギー基本

計画」において、再生可能エネルギーの主力電

源化の徹底などとともに、水素社会実現に向け

た取組の強化を掲げております。

このような中、他の公営企業では、水力や太

２陽光などの再生可能エネルギーを利用したＣＯ

フリーの水素の製造や、利活用に係る実証研究

に参加している事例もございます。

本県企業局におきましても、カーボンニュー

トラルの実現等に対応するため、今年度、組織

改正を行ったところでありまして、引き続き、

国や公営企業の全国組織等の関係機関と連携し

ながら、先進事例なども参考に、新たな取組へ

の調査研究を進めているところでございます。

早く研究からスタートを切っ○二見康之議員

ていただけるように、ぜひよろしくお願いしま

す。

次に、ＪＲの利活用について伺います。

先日、2020年度の線区別収支等のデータが公

表されました。宮崎県はなかなか厳しい状況に

ございますが、毎年のことなので、ちょっと慣

れてきた感もあるんですけれども。しかしなが

ら、この状況を踏まえて、鉄道の利活用に関し

て、県は利用促進協議会への支援等を通じて取

り組んでこられておりますが、実際にどういう

効果が出ているのか、これまでの取組結果につ

いて、総合政策部長に伺います。

ＪＲの吉都○総合政策部長（松浦直康君）

線、日南線の利用促進につきましては、これま

で沿線自治体やＪＲ九州と連携し、観光列車

「海幸山幸」の平日利用などに対する補助のほ

か、地元の祭りと連動したイベント列車やサイ

クルトレーンの運行、イセエビや焼酎等のグル

メツアー、駅を基点としたウオーキングイベン

トなど、沿線地域の魅力を発信する企画を行っ

てきており、これらの利用者は、吉都線、日南

線合わせて直近５年間で約１万4,000人となって

おります。

また、「鉄道の日」などのイベントでの広報

や、ＳＮＳ等を活用した情報発信による認知度

向上に加え、鉄道を応援するサポーター制度に

も取り組んでおり、約1,700人のサポーターに情

報発信等の協力をいただいております。

県は、どちらかというとサ○二見康之議員
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ポート的な役割を担ってこられていたんだなと

思うんですが、イベントとかいうものが悪いと

は言いませんけれども、非常に効率が悪いとこ

ろがありますね、労力とか費用とかを考えます

と。

これは、いかに日常的に乗ってもらえるかが

ポイントだと思います。各路線の利用乗客数の

増加に直結するような取組を進めるべきではな

いかと思いますが、どのようにお考えでしょう

か。

吉都線及び日○総合政策部長（松浦直康君）

南線について、今後も路線を維持していくため

には、御指摘のとおり通勤・通学など、いかに

日常的な利用を増やしていくかが重要であると

考えております。

そこで、８月には沿線自治体を訪問し、日常

的な鉄道利用の促進に向けて協議検討を行った

ところでございます。

その中で、県からは、例えば教育委員会や福

祉部局などと連携して、小中学校の修学旅行や

遠足などの学校行事での利用、高齢者クラブ等

の活動での利用を推進することで、鉄道利用の

少ない若年者や、免許返納者も増えてきている

高齢者の鉄道利用の経験を増やし、鉄道を身近

に感じ、利用してもらうきっかけにできないか

といったことなどを提案したところでありま

す。

また、関係自治体やＪＲ九州等を構成委員と

した検討会も、昨年度から実施しておりますの

で、この場も活用しながら、対策の検討や利用

促進に取り組んでまいります。

鉄道やバスだけじゃなくて、○二見康之議員

いろいろと課題山積なところですけれども、そ

ういったところも含めて、乗客数が増えるよう

な取組というものに取り組んでいただきたいな

と思います。

では次に、電動キックボードの利用について

伺います。

今年の４月から、電動キックボードの実証実

験が始まったそうです。都内でこれが走ってい

るのを見ない日はないぐらい、多くの人が利用

しているそうですが、今は上京することができ

ないので、見てきておりません。ちょっと状況

は分かりませんけれども、ヘルメットの着用が

任意で、気軽に移動ができるようになった反

面、直近事故や違反運転の取締り事例が増えて

いるとのことです。

こういったことが問題になっておりますが、

まず、県警本部長の所感について伺いたいと思

います。

電動キックボー○警察本部長（佐藤隆司君）

ドによる危険な運転や事故が社会問題となって

いることは承知しておりますが、本県におきま

しては、これまで電動キックボードに係る交通

違反の検挙はなく、交通事故の発生も認知して

おりません。

電動キックボードにつきましては、ルールを

守って利用すれば安全に走行できるものと考え

ます。しかし、その使用方法次第では、交通の

危険を生じさせるものと認識しております。

では、この電動キックボード○二見康之議員

は、今、公道を走行するためのルールはどのよ

うになっているのか、お伺いします。

電動キックボー○警察本部長（佐藤隆司君）

ドで公道を走行するためには、電動キックボー

ドの定格出力に応じた運転免許が必要です。

一般に流通しております定格出力0.6キロワッ

ト以下の電動式モーターにより走行するもの

は、第一種原動機付自転車に該当し、原動機付

自転車の運転免許が必要となります。
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その他にも、前照灯、ミラーなどの保安部品

やナンバープレートの取付け、自賠責保険への

加入などが必要です。

また、原動機付自転車であることから、歩道

を走行することや、ヘルメットをかぶらずに運

転することはできません。

都内で先日、若い女性が自動○二見康之議員

車運転致死傷処罰法違反で書類送検されたとい

うようなニュースもありました。（２回目ブ

ザー）

これは電動キックボードが悪いんじゃなく

て、その女性が無免許で信号無視をしたという

ことであります。やはり一般の方は、そこのと

ころをちょっと勘違いしそうな感じがするんで

す、報道の仕方によっては。

基本ルールにのっとって走行すれば、新たな

交通手段としての活用が期待できるんだと思い

ます。そのためにも、まだ県民は慣れ親しみの

ないものでありますから、今後、こういう違法

な走行を未然に防ぐために……

二見議員に申し上げます。時○中野一則議長

間が参っております。

（続）ぜひ取り組んでいただ○二見康之議員

くことをお伺いして終わります。

未然防止のため○警察本部長（佐藤隆司君）

の取組についてでございますが、電動キック

ボードの普及に伴い、違法な電動キックボード

による危険な走行など、御指摘のとおり懸念さ

れるところでございます。

県警といたしましては、違法な行為に対する

交通指導取締りを強化するとともに、運輸支局

等の関係機関と連携し、安全利用のための必要

な広報啓発を推進してまいりたいと考えており

ます。

これで終わります。ありがと○二見康之議員

うございました。（拍手）

次は、重松幸次郎議員。○中野一則議長

〔登壇〕（拍手） 公明党宮○重松幸次郎議員

崎県議団の重松幸次郎でございます。通告に従

いまして質問を行いますので、知事をはじめ関

係部長の皆さん、明快な御答弁をお願いいたし

ます。

本題に入る前に、質問の後半で取り上げま

す、若者の投票率について調べるうちに見つけ

た、何と若者の投票率が80％に及んでいるス

ウェーデンの取組を紹介したいと思います。

静岡県立大学のグローバル・スタディーズ研

究センターの両角達平客員共同研究員は、次の

ようにインタビュー形式で述べられておりま

す。

タイトルは、「社会全体で主権者教育を」で

す。「若者の政治参加を促す活動はあるか。」

という問いに対しまして、「スウェーデンに

は290の地方自治体があり、若者協議会は100団

体ほど存在する。そのうちの一部をまとめるの

が「全国若者協議会」で全国に点在する若者協

議会の活動をサポート。400人規模の集会を年４

回開催し、意見を政治に反映させる方法を伝え

ている。また、全国若者協議会は若者政策を担

当する大臣と年２回の対話会にも参加し、政策

について直接意見を伝えることができる。ス

ウェーデンの子ども・若者白書によると、2012

年には若者協議会のように政治的な活動に参加

している16～25歳の若者の割合は71％と高い。

こうした活動をきっかけとして、実際に政治家

になる若者もいる。」。

次に、「政党青年部も活発に動いているよう

だが。」という問いに対しましては、「ス

ウェーデンのほとんどの政党に青年部があり、

若手議員や党員らで構成されている。例えば、
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スウェーデンの第１党である社会民主労働党

は、13～30歳であれば、基本的に誰でも青年党

員になることができる。興味深いのは、党本部

と青年部の政策内容が必ずしも一致していない

点だ。青年部が主張したことで、生徒が学校を

自由に選べるよう制度化した事例がある。単な

る党の下部組織ではなく、いわば〝独立″して

いる。」。

次に、「学校現場では。」という問いには、

「４年に１度の国政選挙が実施される時、多く

の学校では、日本の中高生に当たる生徒たちは

「模擬投票」を行っている。実際の政党を書い

て投票し、この流れを通じて、民主主義を学び

実践するのだ。模擬投票に向けて、党幹部や政

党青年部を学校に招き、活発にディスカッショ

ンを実施している。青年党員も参加するが、生

徒にとっては同じ世代の青年党員が政策につい

て熱く語ることが、とても刺激になる。」。

最後に、「日本で、若者の政治参加を促すた

めには。」という問いには、「スウェーデンの

ように社会全体が民主主義を育むためには、さ

まざまな活動に対し国の財政支援が必要だ。実

際、スウェーデンの若者市民社会庁は2014

年、106の子ども・若者団体に30億円の助成を実

施。全国若者協議会、模擬投票を行う学校、政

党青年部にも財政支援を行っている。現在、日

本には30歳未満の国会議員がいない。一方で、

スウェーデンでは選挙権と被選挙権が共に18歳

であり、学校卒業後、友人が政治家になること

は珍しくない。日本のように出馬の際に必要と

なる供託金はなく、仕事を兼務しながら政治家

になることも可能。政治家になりやすい環境整

備も日本の課題だ。」というように言われまし

た。また、我が党の青年委員会が取り組んでい

るボイスアクションの取組も紹介がありまし

た。「こうした取組が広がれば、若者を政治に

巻き込む〝うねり″になるのではないか。」と

いう内容でありました。

参考になればと思い、睡魔が襲わないうちに

紹介させていただきました。

さて、本題に入ります。

今年の夏、東京オリンピック開催は57年ぶ

り、２度目であり、緊急事態宣言下にある開催

都市での異例の幕開けとなりました。

205の国・地域（ロシア選手は個人資格）と、

難民選手団から１万1,000人が参加し、史上最多

の33競技339種目が競われました。

日本は金メダル27個を含む58個を獲得し、17

日間の会期は終了いたしました。柔道をはじめ

ソフトボールや野球で金メダルに大興奮し、本

県出身の、ゆかりのある選手の活躍にも元気を

いただきました。

続いて、障がいのある選手によるスポーツの

総合大会、パラリンピック東京大会では、政情

不安の母国を逃れて開幕後に来日したアフガニ

スタンの２選手を含め、162の国・地域と難民選

手団から史上最多の4,400人が、22競技539種目

に参加し競い合われました。

13日間にわたる熱戦の数々は、テレビなどを

通じて、オリンピックと変わらぬ感動を与えて

くれました。本県出身の、陸上女子400メートル

で決勝まで進み７位入賞の外山愛美選手の健闘

をたたえたいと思います。

様々な障がいを乗り越えて競技に挑む姿に、

人間の持つ可能性の大きさを感じずにはいられ

ません。コロナ禍という未曽有の状況の中、大

会テーマである「多様性と調和」を世界に発信

した意義は大きいと感じます。

さて、本県では７月２日から８月24日までの

間、オリンピック・パラリンピックに係る、６
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種目８か国の海外12チームが事前合宿を行われ

たとのことです。どのチームもすばらしい成績

を残された背景には、合宿環境のよさが評価さ

れているようであります。

そこで、東京オリンピック・パラリンピック

事前合宿の受入れを、今後のスポーツランドみ

やざきの取組にどう生かしていくのかを知事に

伺います。

以上を壇上からの質問とし、以下の質問は質

問者席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

東京オリンピック・パラリンピックに向けた

事前合宿につきましては、ドイツ、イギリスな

ど８か国から、陸上やトライアスロンなど６種

目、総勢324名の海外代表チームを受け入れたと

ころであります。一人の感染者も出すことなく

終えることができ、無事に合宿地としての役割

を果たすことができたところであります。

今回、コロナ禍の中で、海外からこれほど多

くのトップアスリートを受け入れたことは、本

県にとって初めての経験であり、新たな受入れ

ノウハウの蓄積にもつながり、大きな財産に

なったものと考えております。

また、それぞれのチームからは、本県の合宿

環境について高い評価をいただいたところであ

ります。受入れを行った全ての種目でメダルを

獲得されるなど、「縁起の良い、結果の出る宮

崎」として、ブランド力も高まったものと考え

ております。

県としましては、この受入れ実績や経験、そ

して、今後整備いたします屋外型トレーニング

センターなどの充実した合宿環境を国内外に発

信するとともに、さらなる誘致に取り組むこと

で、「国際水準のスポーツの聖地みやざき」と

して、一層のブランド力向上につなげてまいり

ます。以上であります。〔降壇〕

ありがとうございました。○重松幸次郎議員

県独自で整備する屋外型ナショナルトレーニン

グセンターについては、これまでも議論がござ

いました。我が党も推進する立場で動いてまい

りましたので、国ではなく県主導になりました

けれども、整備計画に賛同し、スポーツランド

みやざきのさらなるブランド力向上に期待して

おります。

スポーツに続いて、文化振興についてお尋ね

いたします。

国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭が７月

３日からスタートし、折り返しを過ぎて、10

月17日まで県下全域でイベントや展示会が開催

されています。

県民の多くが参加し、関係団体ともこれまで

にない交流が生まれていると、担当課からお聞

きしました。

午前中の図師議員の質問の最後に知事答弁で

あった、文化芸術は一過性にすることなく、継

続して行うことが重要ということは同意でござ

います。

県民の多くが参加し、また国文祭・芸文祭が

終了した後においても、今こそ機運を高め、文

化芸術の振興を継続していくことが重要と考え

ます。

そこで、昨年11月の定例会で自民党の内田議

員が提案されました、「みやざき文化芸術振興

条例（仮称）」でありますけれども、その内容

と制定への進捗状況を、総合政策部長にお伺い

いたします。

文化芸術振興○総合政策部長（松浦直康君）

条例（仮称）の内容としましては、県民の皆さ

ん一人一人が文化芸術の担い手であるとの認識
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の下、自主性や多様性が尊重されなければなら

ないことなど、文化芸術の振興等に当たっての

基本理念を定めますとともに、県の責務や県

民、教育機関、文化団体等の各主体の役割な

ど、基本となる事項を明らかにすることとして

おります。

条例は、本年度中の制定を目指しておりまし

て、昨年度実施しました県民へのアンケート調

査や、先月実施しました市町村ヒアリング、さ

らには、有識者等で構成する「みやざきの文化

を考える懇談会」などでの様々な御意見を踏ま

えながら、現在、骨子案をまとめているところ

であります。

来年の３月に条例が制定さ○重松幸次郎議員

れる予定とありました。

条例の提案について、知事は、「県民一人一

人が文化芸術の担い手であるという認識の下

に、その活動を支え、そこから生み出される価

値をまちづくりなど様々な分野に生かしていく

ことが重要であると考えております」と答弁さ

れました。

基本理念としての条例はできつつあります

が、どう生かしていかれるのか、改めて知事

に、文化振興の意義と今後の方向性をお伺いい

たします。

文化芸術は、人々に感○知事（河野俊嗣君）

動をもたらし、創造性や郷土愛を育むととも

に、人と人とのつながりや、互いに理解し尊重

し合う場を提供するものでありまして、その振

興を図っていくことは、ゆとりと潤いのある暮

らしを実現する上で、極めて重要な意義がある

と認識しております。

また、私自身もこの長引くコロナ対策の中

で、大変強いプレッシャーの中で仕事をしてお

りますが、どれだけ文化芸術に救われ、力を得

ているのかということを改めて実感していると

ころであります。

感染症対策を徹底しながら開催しております

国文祭・芸文祭におきましては、私自身、多く

の方々から喜びや感謝の声をお聞きするととも

に、こういう厳しい状況の中、ぎりぎりの中で

開催するからこそ、そこに生まれる感動もあ

り、また将来につながるものもある。また、地

域の伝統文化を担っている方々の熱い思いや、

障がいのある方々の表現の豊かさにも感動し、

改めて文化芸術の大切さを実感したところであ

ります。

今後は、国文祭・芸文祭で得ることのできた

成果を踏まえ、文化芸術振興条例（仮称）の制

定に向けました検討を進めるとともに、文化芸

術のさらなる振興はもとより、文化芸術を生か

した人づくりや地域づくりなど、県が目指す

「新しいゆたかさ」の実現に取り組んでまいり

ます。

文化芸術にかける知事の熱○重松幸次郎議員

い思いを承知いたしました。

障がいのある方、ない方とも共生しながら、

本県の文化芸術をさらに高め、「ゆたかさ」の

実現に展開していただきたいと思います。

次は、新型コロナウイルス対策についてお尋

ねいたします。

まず、日夜、コロナ感染症の予防、治療に当

たられている医療従事者の皆様に、敬意と感謝

を申し上げます。

感染力の強いデルタ株の流行で、第５波の新

型コロナウイルス感染が全国で急拡大し、重症

患者や自宅療養者も増加している中、我が党も

国や自治体に対する緊急要望を行っておりま

す。

一方で、高齢者の発症、重症化は激減し、ワ
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クチン接種による効果が出ているようですが、

これから重要なのは、若い世代の接種率を向上

させることです。若者へのワクチン接種につき

ましては、我が会派の河野議員の代表質問のと

おりでございます。

一旦は減少傾向の感染者数でありましたが、

８月に入ってからの感染拡大には驚かされまし

た。増加する自宅療養者が適切な治療を受けら

れることが肝腎ですが、初めに、コロナ患者の

療養先の選定基準等について、福祉保健部長に

お伺いいたします。

コロナ患者○福祉保健部長（重黒木 清君）

の療養先の選定につきましては、国の基準や通

知を踏まえ、患者の症状や基礎疾患などの重症

化リスクの有無、家庭内感染のおそれなどを医

師が総合的に判断し、入院、宿泊療養施設、自

宅の療養先を決定しているところでございま

す。

このうち、入院の必要がある患者以外は、国

の通知では、自宅療養を基本とするとされてお

りますけれども、健康管理の必要性に加え、家

庭内感染のおそれや独居で不安があるなど、自

宅療養が困難な方につきましては、宿泊療養施

設での療養としております。

自宅療養者の命を守る取組○重松幸次郎議員

が重要です。我が党から国への要請では、軽症

・中等症患者への抗体カクテル療法の実施につ

いて、入院だけでなく外来診療も含めて受けら

れる体制強化を求め、厚生労働省も、外来でも

実施できると自治体に通知されたようですが、

抗体カクテル療法による治療について、県の取

組状況を再度、福祉保健部長にお伺いいたしま

す。

抗体カクテ○福祉保健部長（重黒木 清君）

ル療法は、今年７月に承認された治療法であ

り、入院または死亡のリスクを７割低減させる

効果が示されております。

国内の感染が急拡大し、医療体制の逼迫など

から、対象が自宅療養中の外来患者にも広げら

れるなど、全国でも活用が進められておりま

す。

また、県内においても、複数の医療機関で治

療が行われているところでございます。

県では、県内の感染拡大を受け、感染者数が

多く、病床使用率が高まっている県央地域の自

宅や宿泊療養者を対象として、８月26日から宮

崎大学病院と連携し、この治療を行ってまいり

ました。

今後は、９月10日に開設した本県初の臨時の

医療施設であります「宮崎県重症化予防セン

ター」におきまして、県立宮崎病院から医師や

看護師の派遣を受け、自宅や宿泊療養者の重症

化予防の治療として行ってまいります。

自宅療養や宿泊療養をされ○重松幸次郎議員

ている患者さんへの重症化予防をお願いいたし

ます。

若者へのワクチン接種と並行して、千葉県

で、コロナに感染した妊婦が早産し、新生児が

死亡した問題が大きく報道されております。

妊婦、配偶者の優先接種が大事だと思います

が、その取組について、福祉保健部長にお伺い

いたします。

妊娠中に新○福祉保健部長（重黒木 清君）

型コロナウイルスに感染しますと、特に妊娠後

期は重症化しやすく、早産のリスクが高まると

されているため、関係学会から、妊婦等への新

型コロナワクチン接種に関する呼びかけがなさ

れているところであります。

こうしたことから、８月23日に、国から妊娠

中の方へのワクチン接種等に係る事務連絡が発
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出されたところであり、県におきましては、直

ちに市町村に対し、妊娠中の方やその配偶者等

が希望する場合は、できるだけ早期に、かつ円

滑に接種が受けられるよう、通知を行ったとこ

ろでございます。

既に市町村においては、優先枠を設けて予約

の受付を行っているところもあり、県の大規模

接種においても、市町村における予約の状況を

見ながら、必要に応じて、優先枠を設ける準備

をしているところであります。

県といたしましては、今後も、必要な方がで

きるだけ早期にワクチン接種を受けられるよ

う、市町村と連携しながら必要な取組を進めて

まいります。

厚生労働省から各自治体へ○重松幸次郎議員

は、日本で承認されている新型コロナワクチン

が、妊婦、胎児、母乳、生殖器に悪影響を及ぼ

すという報告はなく、できるだけ早期に円滑な

ワクチン接種を受けるようにとの事務連絡が通

知されています。その取組の支援をよろしくお

願いいたします。

新学期が始まりました。厚生労働省によりま

すと、８月25日までの１週間に全国で確認され

た新規感染者のうち、20歳未満は３万427人に上

り、全体の２割を占めています。春の感染拡大

で最多だった５月中旬の約5.7倍であります。

その要因としては、感染力の強いデルタ株の

流行が挙げられるとのことですが、県立学校に

おける夏休み明けの新型コロナウイルス感染症

対策について、教育長にお伺いいたします。

県立学校では、夏○教育長（黒木淳一郎君）

休み明けに体育大会や文化祭などの学校行事が

集中することから、改めて、感染防止対策の取

組を強化したところであります。

具体的には、学校において始業式や文化祭を

リモートで実施したり、体育大会を延期、また

は縮小したりするなどの対応を行う一方、家庭

に対しましては、毎朝の検温、マスクの着用、

手洗いの基本的な感染予防の徹底とともに、生

徒本人が風邪症状がある場合等には無理をさせ

ないよう、保護者に呼びかけたところでござい

ます。

また、やむを得ず学校に登校できない生徒へ

は、欠席扱いとはせず、オンラインを活用して

学びの継続に取り組んだ事例もございます。

学校でのクラスター（集団○重松幸次郎議員

発生）を防ぐため、小中高全ての学校で言える

ことですが、児童生徒らに37.5度以上の発熱や

喉の痛み、せきなどの症状が出たり、同居家族

に同様の症状が出たりした場合は「休む勇気」

が不可欠と、感染症の専門家が指摘していま

す。また、「教員や家族だけでなく、12歳以上

の児童生徒も接種の順番が回ってきたら、可能

な限り受けてほしい」と呼びかけています。マ

スク着用、手指消毒、３密回避などを徹底し、

コロナ禍克服へ県民総力で取り組み続けていく

べきと考えます。

ここで、行政の仕事に行動経済学のナッジ理

論を活用してはと提案します。

ナッジとは、そっと後押しする、背中を押す

という意味で、個人の選択の自由を残しつつ、

ちょっとした伝え方の工夫で、人々に賢い選択

を促す手法です。

2017年にノーベル経済学賞を受賞した、アメ

リカのリチャード・セイラー教授が提唱し、手

間や費用を抑えながら、高い効果を上げられる

手法として、最近、公共施設での活用も始ま

り、注目を集めています。いろいろな分野で活

用することができます。

例えば、受付にあるアルコール消毒液にナッ
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ジを活用して、「手指消毒への御協力ありがと

うございます」とメッセージを掲示すること

で、効果が何倍にもアップする取組です。この

ほかにも、特定健診の受診勧奨や、リサイクル

運動などにも活用されています。

施策を効果的に推進するために、ナッジ理論

の手法の浸透を職員に図ってはどうか、総務部

長にお伺いいたします。

近年、国や自治体○

において、人の行動を自然によい方向へ促す工

夫を行うナッジの活用が注目されております。

本県におきましても、例えば、飲食の場面に

おける感染予防対策に関して、身近なところか

らすぐにでも取り組める対策をコンパクトにま

とめ、「みやざきモデル」として県民に分かり

やすく周知していることなどは、ナッジの活用

の一例ではないかと考えております。

議員御指摘のとおり、行政ニーズが複雑多様

化する中、ナッジは費用対効果が高く、課題解

決に有効な手法の一つと考えられますため、今

後、職員の研修等の題材として取り入れるな

ど、ナッジの考え方について職員の理解を深

め、施策の効果的な推進を図ってまいります。

その取組と浸透をよろしく○重松幸次郎議員

お願いいたします。

続いて、中小企業の支援についてお伺いいた

します。

毎年、我が会派で「政策要望懇談会」を開催

し、県内の経済界や福祉団体さんと意見交換を

し、また要望をいただいております。

代表質問で河野議員からもございましたが、

私からも２点お尋ねいたします。

公共工事や物品調達、その他の分野でも地元

の企業や製品を優先発注すること、つまり地産

地消への取組を要望されております。

「県内企業優先発注及び県産品の優先使用等

に係る実施方針」に基づく地産地消について、

県としてどのように取組を行っているのか、総

合政策部長にお伺いいたします。

県では、中小○総合政策部長（松浦直康君）

企業等の育成や産業の活性化を図るため、平

成25年度に「県内企業優先発注及び県産品の優

先使用等に係る実施方針」を策定し、公共調達

における地産地消を推進しているところであり

ます。

具体的には、公共工事や情報システム、物品

関係などの入札等における地域要件の設定や、

設計業務の仕様書における県産品の積極的な利

用などを求めており、この結果、令和元年度の

公共工事では、金額ベースで県内発注率が９割

を超えるなど、一定の成果が出ております。

引き続き、取組事例を庁内で共有いたします

とともに、市町村や関係団体等にも協力をお願

いすることにより、県全体での地産地消を進

め、経済の活性化に努めてまいります。

取組事例集を庁内に周知し○重松幸次郎議員

て関係団体に協力要請されていること、引き続

き県内優先の取組をお願いいたします。

続いて、毎回になりますが、どの業種も担い

手確保、人材育成が大きな課題となっているよ

うです。大企業が人員の確保を進める一方、中

小企業では人手不足感が強まっています。

中小企業庁の調査によれば、必要な人材を確

保できていない中小企業・小規模事業者は約５

割にも達して、人材不足は企業の経営や成長を

阻害し、経済再生への大きな課題であります。

事業を継続させるためには、人材確保が重要で

す。

中小企業における人材確保について、県はど

のように取り組んでおられるのか、商工観光労
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働部長にお尋ねいたします。

県では、○商工観光労働部長（横山浩文君）

中小企業の人材確保を支援するため、国や関係

機関と連携し、高校や大学等卒業予定者などを

対象とした就職説明会をそれぞれ開催しており

まして、今年度も、コロナ禍の中ではあります

が、感染予防対策を講じた上で、対面やウェブ

形式を活用しながら実施しているところでござ

います。

また、中小企業等とＵＩＪターン就職希望者

を結ぶウェブサイト「ふるさと宮崎人材バン

ク」を運営しており、今年度は、８月末時点で

約70名の県内就職が決定しております。

さらに、人材バンクに登録された事業所に就

業するなどの一定の要件を満たす移住者に対

し、国や市町村と連携して移住支援金を支給し

ておりますほか、奨学金返還支援認定企業への

就職者に対し、返還支援金を給付しておりま

す。

県といたしましては、今後とも、関係機関・

団体と連携しながら、中小企業が安定して人材

確保が図られるよう、支援をしてまいります。

都市部で就労経験を積んだ○重松幸次郎議員

人材が、地方の中小企業で働けるＵＩＪターン

を支援し、地域の活性化につなげるものと思い

ます。

そのためには、何よりも自社の魅力を伝え、

またワーク・ライフ・バランスの推進とセット

で、地域に呼び込むことに取り組んでいただき

たいと思います。

官民一体となって地方に人材を呼び込む流れ

を、よろしくお願いいたします。

福祉政策について、再度、福祉保健部長にお

尋ねいたします。

９月は、がん征圧月間であります。がんは、

生涯に２人に１人がなる国民病です。我が党も

がん対策を一貫してリードし、国において様々

な取組を加速してまいりました。

まずは2006年に、がん対策基本法が成立し、

これにより、がん医療拠点病院の整備、放射線

治療や緩和ケアの普及、検診受診率の向上な

ど、施策が進みました。

さらに2012年には、がん対策推進基本計画

に、初めて「がん教育・普及啓発」との文言を

盛り込ませ、今年度から全中学校で実施されて

おります。このほか、女性特有のがん対策とし

て、がん検診の無料クーポンの配布や、マンモ

グラフィーの全国配備が実現いたしました。

様々な対策を講じてがんに立ち向かい、がん

治療と仕事、学業との両立を目指していく、９

月はそのためのがん征圧月間であります。

がん検診の受診率を高め、早期発見、早期治

療につなげることが大事であると思いますが、

県としてどのように取り組んでおられるのか、

福祉保健部長にお伺いいたします。

がん死亡率○福祉保健部長（重黒木 清君）

を減らすためには、がんの早期発見、早期治療

が大変重要であります。

このため県では、毎年、ポスターや動画など

によるがん検診の普及啓発に努めており、特に

子宮頸がんの受診率が低いことから、昨年度

は、子育て世代の情報誌への掲載や、街頭ビ

ジョンでの動画放映を通じて、女性のがん検診

や受診の重要性を呼びかけたところでありま

す。

また、コロナ禍において、昨年度は受診件数

が大きく減少したことから、今年度はポスター

に、がん検診は不要不急の外出には当たらない

ことを記載しまして、定期的に受診していただ

くよう周知しているところであります。
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今後とも、がん征圧に向けて、市町村や関係

団体と連携しながら、がん検診受診率の向上の

ための取組を進めてまいります。

コロナ禍で、がん検診の受○重松幸次郎議員

診率が大きく減少しているとありました。がん

は早期発見、早期治療が重要です。特に、若い

人ほどがんの進行は早く、検査の遅れは命取り

となります。御答弁にありましたとおり、がん

検診は不要不急ではありません。先延ばしせ

ず、必ず受診することを専門医が推奨しており

ます。さらなる検診率の向上をお願いいたしま

す。

続いて、９月の障がい者雇用支援月間につい

て伺います。

歴史を遡れば、1948年８月のヘレン・ケラー

女史の来日を機に、当時の労働省が９月１日か

ら７日までの間、障がい者の雇用促進運動を実

施したことから始まったようです。

法定雇用率も徐々に引き上げられ、本年３月

からは、民間企業（従業員43.5人以上）は2.3％

以上の障がい者を雇用するようにとなっており

ます。しかし、民間企業のおおよそ半数が、法

定雇用率を達成できていない現状のようです。

また、雇用義務の対象は、2018年４月の障害

者雇用促進法の改正により、従来の身体・知的

障がい者に精神障がい者が加わりました。雇用

する事業者と障がい者双方にとってウィン・

ウィンの関係となる働き方が求められていま

す。

そこで、障がい者雇用支援月間の取組につい

て、再度、福祉保健部長にお伺いいたします。

障がいのあ○福祉保健部長（重黒木 清君）

る方々が、希望や能力、適性を十分に生かして

働くことができる社会を実現することは、大変

重要であります。

このため、例年９月の障がい者雇用支援月間

では、宮崎労働局など関係機関と連携して、

様々な取組を実施しているところであります。

今年度は、障がい者の採用を検討している企

業約90社と、就職を希望する障がい者が参加す

る「ふれあい合同面接会」の開催や、障がい者

雇用に積極的に取り組む事業所等への表彰のほ

か、企業向けセミナーの開催などについて、新

型コロナウイルス感染症の感染状況も見極めな

がら実施していく予定としております。

障がい者雇用には、事業主の皆様をはじめ、

広く県民の皆様の御理解と御協力が不可欠であ

りますことから、引き続き、積極的な啓発活動

を行いながら、関係機関と連携して、障がい者

の雇用促進に取り組んでまいります。

雇用施策、また福祉施策の○重松幸次郎議員

連携強化により、切れ目のない支援体制を構築

し、障がいのある方もない方も共に働く社会の

実現をよろしくお願いいたします。

続いて、防災・減災の内容について伺いま

す。

７月に静岡県熱海市で発生した衝撃的な土石

流災害から２か月余り、いまだ多くの瓦礫が残

り、不明女性の捜索も続いております。お亡く

なりになった26名の御冥福と、一日も早い不明

者の救出をお祈りいたします。

盛土と土地管理については、先日の右松議員

の代表質問で取り上げられましたので、重複は

避けますが、私が少し気になっておりますの

は、県内外の高速道路を走っておりますと、山

の中腹斜面にソーラーパネルが広範囲に設置さ

れている光景を目にします。

素人考えですが、特別警報で用いる「これま

でに経験したことのない」暴風や豪雨にも耐え

られる施工管理になっているのかと思うところ
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です。

林地開発の目的は様々あるとお聞きしまし

た。そこで、林野庁のホームページから、林地

開発許可制度の趣旨について引用しますと「森

林は、水源の涵養、災害の防止、環境の保全と

いった公益的機能を有しており、国民生活の安

定と地域社会の健全な発展に寄与しています。

また、開発によりこれらの森林の機能が失われ

てしまった場合には、これを回復することは非

常に困難なものとなります。したがって、森林

において開発行為を行うに当たっては、森林の

有する役割を阻害しないよう適正に行うことが

必要であり、なおかつ、それが開発行為を行う

者の権利に内在する当然の責務でもあります。

林地開発許可制度は、このような観点から、こ

れらの森林の土地について、その適正な利用を

確保することを目的としています。」とうたっ

てありました。

許可制は、土地の面積１ヘクタールを超える

開発行為に該当します。では、森林法の林地開

発許可制度における太陽光発電を目的とした申

請のうち、過去10年間で完了したものは何か所

あるのか、環境森林部長にお伺いいたします。

平成23年度か○環境森林部長（河野譲二君）

ら令和２年度における10年間で、太陽光発電を

目的とした林地開発許可申請は55か所あり、こ

のうち完了した箇所は40か所であります。

県内では40か所の太陽光発○重松幸次郎議員

電の設置があるということですが、これからも

海外資本が参加し、増えていくことも予想され

ます。そのような発電施設において、雨水の排

水処理、つまり排水溝や調整池の設置も必要か

と考えますが、森林法の林地開発許可制度にお

ける太陽光発電事業地造成について、災害防止

の対応をお伺いいたします、環境森林部長。

県では、林地○環境森林部長（河野譲二君）

開発許可制度において、土砂災害の防止、水害

の防止、水の確保、環境の保全の４つの観点か

ら審査し、許可をしております。

御質問の太陽光発電事業地造成の土砂災害防

止については、斜面でのソーラーパネルの崩落

や斜面崩壊を防ぐための擁壁等の設置、また切

土・盛土の崩壊防止のための安全なのり面勾配

の確保や、排水施設等の設置などについて、配

置や規模・構造等が基準を満たしているかを審

査しております。

また、水害防止については、下流域の水路等

がオーバーフローしないように、大雨時の流出

量を一定にする調整池等の設置などについて、

同様に審査しております。

さらに、開発中には、規模に応じて３か月ご

と、または６か月ごとの定期報告時に現地確認

を行うなど、適切な開発行為が行われるよう対

応しております。

１ヘクタールを超える太陽○重松幸次郎議員

光設置の設備工事等の開発行為については理解

いたしましたが、課題は１ヘクタール以下の開

発行為についてであります。この森林法には該

当しないとのことでありました。

そこで、先日の右松議員の代表質問で、土砂

埋立て等に関する本県独自の条例制定をという

話がありましたが、知事は、「様々な観点から

条例が制定されており、規制の度合いも自治体

ごとで異なることから、実効性を持たせるため

には、全国統一的な基準が必要である。このた

め、全国知事会を通じて国に要望している」旨

の答弁でございました。

太陽光発電を行う事業者はきちんと施工され

ているとは思いますが、盛土と同じく、土砂埋

立てや排水等の安全基準を示していただくよ
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う、国に要望していただきたいと思います。

自然災害が激甚化、また頻発化する中で、気

象専門員の役割はますます重要になっておりま

す。

昨年10月の参議院本会議で、我が党の山口代

表は、地方防災力の向上を目指して、地域に即

した気象予測などを行う気象防災アドバイザー

の拡充を念頭に、気象台のＯＢ・ＯＧのさらな

る活用を訴えました。

この背景には、昨年、熊本県を中心に、豪雨

の被害状況を山口代表がじかに視察した際、地

元の気象台元職員の助言が災害対応に役立った

話を伺ったことがあります。

現在、全国10自治体でアドバイザーが活躍し

ているようであります。そこで、気象台のＯＢ

・ＯＧである気象防災アドバイザーを本県の防

災行政に活用するお考えはないのか、危機管理

統括監にお伺いいたします。

近年、線状○危機管理統括監（小田光男君）

降水帯など予測が困難な気象現象の頻発によ

り、全国各地で災害が発生し、国や自治体によ

る適時的確な防災対応が一層求められておりま

す。

そのような中、国から県及び市町村に対し、

国主催の研修等への参加に加え、気象庁が提供

する地域防災支援の取組等を積極的に活用し、

気象防災業務に精通する職員の育成に努めるよ

う、要請があったところであります。

御提案のありました気象防災アドバイザーに

つきましては、研修において防災気象情報の読

み解き方法等の指導や、市町村による避難指示

等の判断に対する助言等が期待できるとのこと

でありますが、どのような形で職員の育成等に

活用できるか、市町村とともに検討してまいり

ます。

どうか積極的に活用いただ○重松幸次郎議員

くことを要望いたします。

続いて、農政について２点、農政水産部長に

お伺いいたします。

初めに、食料自給率についてですが、この件

も既に議論がございました。日本は食料の多く

を輸入に頼っていますが、生産国が不作に見舞

われたり、国際情勢の変化で物流が止まるよう

なことがあれば、国民生活に与える影響は深刻

であります。事実、小麦などの食材値上げが始

まっております。

食料自給率の向上に向けた取組として、生産

性の向上や効率化が大切だと思いますが、県は

どのような取組を進めているのか、お伺いいた

します。

世界的な人口○農政水産部長（牛谷良夫君）

増加や地球温暖化に伴う気候変動、さらには、

コロナ禍における各国の食料輸出制限の動きな

どにより、食料自給率や食料安全保障への危機

感が高まっております。

このような中、農業算出額全国第５位で、日

本の食料供給県を自負する本県におきまして

も、担い手や耕地面積の減少などによる農業生

産力の減退への対応が喫緊の課題となっており

ます。

このため、第八次長期計画では、ロボットト

ラクターや家畜の発情発見装置など、スマート

農業技術等による省力化や収量向上に加え、農

地中間管理事業等による農地の集約・大区画化

を進めることにより、生産性の向上と効率化を

図ることとしております。

今後とも、消費者の多様なニーズに対応し、

安定的に食料を供給できる産地として、食料自

給率向上に貢献してまいります。

農地の大区画化や先端技術○重松幸次郎議員
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を活用したスマート農業の導入による効率化に

力を入れられるということを理解いたしまし

た。

あわせて、担い手不足の解消も重要でありま

す。女性の活躍推進とともに、先ほど質問しま

した障がい者雇用支援月間で取り上げましたよ

うに、障がい者就労の機会をつくっていただき

たいと思います。

そこで、農福連携の状況と、今後の拡大へ向

けてどのように取り組んでいかれるのか、農政

水産部長にお伺いいたします。

農福連携は、○農政水産部長（牛谷良夫君）

障がい者の就労機会の拡大と賃金の向上、さら

には農業の労働力不足の解消にもつながるな

ど、農業と福祉の双方にメリットのある大変重

要な取組であると考えております。

県の調査では、農業法人に雇用されている障

がい者は、本年１月で229人、農福連携に取り組

む福祉事業所は、本年５月で82か所となってお

ります。

農福連携の推進に当たっては、農業者と福祉

事業所、双方のマッチング強化に加えまして、

障がいの特性に応じた作業の細分化を行うな

ど、作業を依頼する農業者の専門知識の習得も

必要です。

このため、今後は県内の各地域段階で、農福

連携のマッチングを行う体制を構築するととも

に、市町村の職員や普及指導員などを専門人材

として育成する研修等を実施し、農福連携のさ

らなる推進を図ってまいります。

我が党の国会議員が、日本○重松幸次郎議員

農福連携協会の皆川芳嗣会長からお話を伺いま

して、皆川会長からは、農福連携が、障がい者

の就労や生きがいの場の創出、農業分野の働き

手確保に大きな効果を出していると説明され

て、農福連携をさらに推進するため、ワンス

トップ相談体制の整備や、賃金向上への支援の

強化、優良事例の横展開などを加速させていく

必要性を強調されたようであります。農福連携

のさらなる推進をお願いいたします。

次は、教育行政について伺います。

民法改正で来年４月から、高校３年生を含

む18歳への成人年齢引下げは、若者の社会参加

を促すと期待される一方、親の同意を得ずに結

んだ契約を取り消すことができる「未成年取消

権」を失うことから、消費者トラブルの増加が

懸念されております。

知識や経験の乏しさから悪質な業者に狙われ

やすく、消費者被害が拡大することを防いでい

かなくてはなりません。

さきの代表質問で岩切議員からも、教育委員

会、消費生活センターでの取組について議論が

ございましたが、私からは具体的な取組とし

て、消費者庁が作成しました専用教材「社会へ

の扉」 これはクーリングオフや消費者ホッ―

トラインをクイズ形式で学べる教材であります

けれども を使っての授業や、その授業を担―

当する先生方への研修も重要だと考えておりま

す。

成人年齢引下げを控え、高校生に対する「社

会への扉」を活用した消費者教育及び教職員向

けの消費者教育セミナーの実施状況について、

総合政策部長にお尋ねいたします。

高校生など若○総合政策部長（松浦直康君）

い世代に対する消費者教育に当たりましては、

契約行為やクレジットカードの仕組みなど、消

費者として学ぶべき基本的な事項について理解

を深めてもらうことが重要であり、基礎的な知

識が習得できる「社会への扉」につきまして

は、大変有効な教材であると認識しておりま
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す。

このため、県におきましては、高等学校など

における消費者教育の中で、「社会への扉」の

活用をお願いしておりまして、昨年度は約７割

の学校で活用されたと伺っております。

また、各学校で授業を行う先生方への研修も

重要であることから、教職員向けの消費者教育

セミナーを毎年実施しておりまして、昨年度

は、成年年齢の引下げに向けた消費者教育の取

組をテーマに開催したところであり、今後も関

係機関と連携の上、セミナーの効果的な実施に

努めてまいります。

消費者教育は、単にトラブ○重松幸次郎議員

ルに関する知識を身につけるのが目的ではな

く、自分で「考える力」、怪しげな話を「断る

力」、困ったときに「相談する力」を養い、安

心・安全な消費者市民社会を担う人材を育てる

ことに意義があると、専門家が述べておりま

す。

各学校でも既に消費者教育が進んでいること

を評価するとともに、さらなる推進をお願いい

たします。

次に、主権者教育についてお伺いします。

選挙権年齢を「18歳以上」に引き下げる改正

公職選挙法が平成27年６月に成立し、日本の選

挙権年齢はようやく世界水準に達したとありま

した。国立国会図書館が調べた199か国・地域の

うち176か国・地域では18歳まで 16歳、17歳―

も含んでおりますけれども そのぐらいの国―

が18歳で選挙権を付与されております。

平成28年の参議院選から「18歳選挙権」が導

入されました。日本の有権者となる18、19歳の

未成年者は約240万人、日本の政治課題は若者の

未来と直結しており、政党や我々議員も、若者

の声に耳を傾けて政策を決めることが重要だと

思います。

県内の各学校で主権者教育が行われているか

と存じますが、社会の一員としての自覚を養

い、政治への参加意識を高めるための教育であ

り、選挙の投票率向上につなげるのが狙いであ

りますが、「国や社会の問題は、自分の問題と

して考え、判断し、行動する。そういう若者を

つくる教育が必要である」との我が党の論調で

す。

そこで、改めて県立高校における主権者教育

の現在の取組状況について、教育長にお伺いい

たします。

県立高等学校の主○教育長（黒木淳一郎君）

権者教育につきましては、全ての生徒が公民科

の授業において、政治や選挙について学習する

とともに、マニフェストや選挙公報を活用した

模擬投票や、総務省が作成した副読本を活用し

た授業を行うなど、工夫した学習活動に取り組

んでおります。

また各学校では、教職員の中から任命された

主権者教育推進リーダーを中心として、年間を

通した主権者教育の企画立案も行っておりま

す。

例えば、選挙管理委員会と連携して、実際の

投票に近い形式で生徒会選挙を実施したり、生

徒総会で身近な問題を議論したりするなど、

様々な教育活動により、主権者意識の向上に取

り組んでいるところであります。

若者の政治参加が未来発展○重松幸次郎議員

の鍵となります。取組をさらにお願いいたしま

す。

さて、衆議院選挙が近づいてまいりました

が、全体の投票率も低下傾向にある中で、若者

の投票率が低調なままであります。

特に10代。10代のうち、親元を離れて進学や
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仕事を始めた19歳の投票率が特に低いようで

す。

10代の若者の投票率が低いことについて、知

事の認識をお伺いいたします。

10代の若者の投票率に○知事（河野俊嗣君）

つきましては、選挙権年齢引下げ後、初めての

選挙であった平成28年の参議院選挙におきまし

ては、本県の18歳、19歳の投票率は35％程度で

ありましたが、令和元年の参議院選挙では20％

程度まで落ち込んでおり、年代別で最も低く

なったところであります。

若者の声がより政治に反映されることを期待

して選挙権年齢が引き下げられた経緯を踏まえ

ますと、大変残念な結果であると受け止めてお

ります。

このため、今後とも教育委員会や選挙管理委

員会など関係機関が連携し、より一層、主権者

教育や若者への選挙啓発に取り組んでいくこと

も重要であると考えております。また私自身

も、県の政策や一政治家としての思いなど、Ｓ

ＮＳも含めながら丁寧に発信していくことで、

県民が政治を身近に感じ、政治参加につながる

ように努めてまいります。

選挙は、国民が主権者として政治に参加し、

その意思を反映させることのできる基本的かつ

最も重要な機会でありますことから 近く衆―

議院選挙も行われる予定であります。また、

様々な自治体の選挙もあろうかと思いますの

で、若者をはじめ県民の皆様には、国や自治体

のよりよい未来のために、ぜひとも貴重な一票

を投じていただきたいと考えております。

本当に国政だけではなく、○重松幸次郎議員

様々な地方議会選挙でも投票率が年々下がって

いく状況でございます。

壇上で紹介しましたように、スウェーデンの

取組 若者が日本でも２割、３割の投票率し―

かないのに、スウェーデンでは８割と先ほど紹

介させていただきましたが、どうか国も地方も

一緒になって、この投票率の向上に向けて検討

していきたいと考えております。今後とも引き

続き、主権者教育と啓発活動に力を入れていた

だきますように、お願いいたします。

最後の項目で、警察行政について警察本部長

にお伺いいたします。

国家や犯罪集団などによるサイバー攻撃の脅

威が世界中で高まっており、日本も対応を急ぐ

必要があると警鐘を鳴らしています。

インターネットを通じてコンピューターシス

テムに不正に侵入し、被害を与えるサイバー攻

撃。その中で近年、特に深刻化しているのが、

「ランサムウエア」と呼ばれるウイルスを使っ

たもののようです。

ランサムウエアに感染すると、データが暗号

化されて使えなくなり、暗号を解除するための

身の代金を要求する画面が表示されます。

アメリカでは今年の５月、国内最大級の石油

パイプラインがランサムウエアを使ったサイ

バー攻撃を受け、５日間の操業停止に追い込ま

れました。日本企業でも昨年６月、自動車大手

ホンダの社内ネットワークでランサムウエアに

よる障害が発生し、世界６か国の11工場が生産

を停止したと、ネットで記事を読みました。

県内でも、どこで重要インフラ事業者に対し

てサイバー攻撃が起こるか、監視や対策が必要

です。県警のサイバー攻撃対策について、警察

本部長にお伺いいたします。

県内において、○警察本部長（佐藤隆司君）

重要インフラ事業者に対するサイバー攻撃事案

と明確に把握している事案はございません。

県内でサイバー攻撃と思われる事案を認知し
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た場合には、警備部外事課と生活安全部サイ

バー犯罪対策課が、情報通信部情報技術解析課

と連携しながら所要の捜査を実施して、被害の

拡大防止に努めているところであります。

警察では、重要インフラ事業者等に対し、サ

イバー攻撃の未然防止を図ることを目的とし

て、個別訪問によるサイバー攻撃に関する注意

喚起及び情報提供、宮崎県サイバーテロ対策協

議会による情報セキュリティ研修会や、サイ

バー攻撃事案発生時の対処訓練、サイバー攻撃

の予兆把握のためのサイバーフォースセンター

による重要インフラ事業者等のウェブサイトの

確認などを実施しております。

まだ事案が確認されていな○重松幸次郎議員

いということですけれども、体制をしっかり強

化していただいて、備えていただきたいと思い

ます。また、その人材を育てていかれることも

お願いいたします。

本年６月、千葉県八街市で、トラックが下校

中の小学生の列に突っ込み、子供たちが犠牲に

なる悲惨な事故が起きました。

今回のような事故を二度と起こさないために

も、通学路の危険箇所を徹底的に洗い出す取組

は重要だと思います。

まず１点目に、昨年の通学時における子供の

交通事故の現状についてお伺いいたします。

昨年、県内で○警察本部長（佐藤隆司君）

は、通学時における中学生以下の子供の交通事

故が48件発生し、50名が負傷しています。

負傷の程度は、軽傷者が44名、重傷者が６名

で、死亡事故の発生はありませんでした。交通

事故の形態は、自転車乗車時の事故が最も多い

状況です。通学時における子供の交通事故は、

ここ数年減少傾向にございます。

事故は減少傾向にあり、幸○重松幸次郎議員

い死亡事故の発生はなかったとの答弁で、ほっ

といたしております。ですが、事故を起こさな

い取組が願いであります。

今後の通学路の安全対策等について、再度、

警察本部長にお伺いいたします。

警察では毎年、○警察本部長（佐藤隆司君）

春と秋の全国交通安全運動に併せて、道路管理

者や学校関係者、地域住民等と連携し、通学路

を中心に交通安全総点検を実施しております。

これに加え、先般発生した千葉県八街市の痛

ましい事故を受けまして、教育委員会、学校及

び道路管理者と連携し、通学路における合同点

検を実施中であります。

今後、点検結果を踏まえ、警察といたしまし

ては、地域の実情に即した交通規制の実施や見

直し、交通指導取締りなど、必要な対策を実施

していくこととしております。

よろしくお願いいたします。○重松幸次郎議員

我が党も、政府が今回、実施を表明した通学

路の合同点検について、これまでも通学路の総

点検と改善が行われてきたものの、事故が後を

絶たないことを踏まえまして、合同点検を要望

しております。子供の視点、また地域住民の声

を徹底的に重視して、安全確保につなげていた

だくよう訴えております。

県においても、関係者一体となって安全対策

の取組をお願いいたしまして、質問の全てを終

了いたします。ありがとうございました。（拍手）

以上で本日の質問は終わりま○中野一則議長

した。

明日の本会議は、午前10時から、一般質問、

人事案件の採決及び議案・請願の委員会付託で

あります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時45分散会

令和３年９月14日(火)
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